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C O N T E N T S

平成15年に組合に入った田形さん。

「もう6年も経つなんて、はやいなぁ、

いい職場なんですね」と照れくさそう

に話してくれました。

約300の鮮魚小売店などからなる組

合の主な事業は、市場の卸・仲卸業者

への支払代払事業。「組合員さんから預

かった大切なお金、間違えなどあって

は大変気が抜けません」と毎日気を引

き締めて仕事に励んでいます。

市場に合わせて組合の朝も早く、5時

過ぎには仕事が始まることも。「はじめ

は辛かったですだけどもう慣れました。

朝早くても家に帰ったら昼寝？夕寝？

もできますし」と明るい笑顔が絶えま

せん。

プライベートでは、原宿に新しくオ

ープンした洋服屋さんへ行きたいと計

画中だそうですが、「すごい混んでます

よね、行きたいけどあれじゃ…」。もう

少し時間がかかりそうです。

田形真由美さん

静岡市水産物商業協同組合
（静岡市葵区）

＊資源保護のため再生紙を使用しています。
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連
携
で
実
現
！

中
小
企
業
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

平
成
二
一
年
度
　
中
央
会
通
常
総
会

特 集

平
成
二
一
年
度
の
中
央
会
通
常
総
会
が
六
月
一

〇
日
、
静
岡
市
葵
区
の
ホ
テ
ル
セ
ン
チ
ュ
リ
ー
静

岡
で
開
催
さ
れ
た
。
総
会
に
は
花
森
憲
一
副
知
事
、

浜
井
卓
男
県
議
会
議
長
ら
来
賓
、
組
合
関
係
者
合

わ
せ
二
三
〇
人
が
出
席
。

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
機
能
の
強
化
を
通
じ
、
も
の

づ
く
り
中
小
企
業
支
援
や
地
域
資
源
活
用
、
農
商

工
連
携
な
ど
、
多
様
な
事
業
を
盛
り
込
ん
だ
事
業

計
画
の
ほ
か
、
全
六
議
案
が
承
認
さ
れ
、
本
年
度

事
業
が
本
格
的
に
始
動
し
た
。

あ
い
さ
つ
に
立
っ
た
佐
野
会
長
は
、

「
厳
し
い
状
況
に
あ
る
今
こ
そ
、
経
営
者
は
リ

ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を
発
揮
し
、
経
営
の
革
新
を
進
め

る
こ
と
が
必
要
だ
。
さ
ら
に
『
組
合
の
力
』、『
連

携
の
力
』
を
プ
ラ
ス
す
る
こ
と
で
、
相
乗
効
果
が

生
ま
れ
る
。
組
合
の
存
在
意
義
を
高
め
、
新
た
な

方
向
性
を
探
る
絶
好
の
機
会
が
今
だ
。中
央
会
も
、

「
組
合
の
力
」、「
連
携
の
力
」で
難
局
を
乗
り
切
る
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組合活性化情報

今
ま
で
以
上
に
会
員
組
合
の
立
場
に
立
っ
た
き
め

細
か
い
指
導
を
心
が
け
、
さ
ら
な
る
事
業
内
容
の

充
実
、
高
度
化
を
は
か
っ
て
い
く
。
と
も
に
手
を

携
え
、
こ
の
難
局
を
乗
り
越
え
て
い
こ
う
」
と
決

意
を
語
っ
た
。

来
賓
の
花
森
憲
一
副
知
事
は
、

「
景
気
の
大
幅
な
悪
化
を
受
け
、
県
で
は
中
小

企
業
支
援
の
拡
充
な
ど
、
独
自
の
経
済
危
機
対
策

を
ま
と
め
、具
体
的
に
取
り
組
ん
で
い
く
考
え
だ
。

中
央
会
も
中
小
企
業
の
自
立
強
化
を
進
め
る
専
門

機
関
と
し
て
、
経
営
革
新
や
農
商
工
連
携
な
ど
の

支
援
を
さ
ら
に
進
め
て
頂
き
た
い
」
と
期
待
を
寄

せ
た
。

つ
い
で
浜
井
卓
男
県
議
会
議
長
は
、

「
世
界
同
時
大
不
況
の
中
、
県
議
会
も
過
去
最

大
規
模
の
補
正
予
算
を
組
ん
だ
。
中
小
企
業
向
け

で
は
、
雇
用
対
策
や
貸
付
制
度
枠
の
拡
充
な
ど
、

実
効
性
あ
る
施
策
を
、
県
当
局
と
一
体
と
な
り
ス

ピ
ー
ド
感
を
も
っ
て
取
り
組
ん
で
い
き
た
い
。
議

会
も
で
き
る
限
り
の
支
援
を
し
て
い
く
」
と
あ
い

さ
つ
し
た
。

議
長
に
、
本
会
副
会
長
で
協
同
組
合
浜
松
卸
商

セ
ン
タ
ー
の
山
内
致
雄
理
事
長
、
副
議
長
に
協
同

組
合
小
糸
製
作
所
協
力
会
の
水
野
一
保
理
事
長

（
本
会
理
事
）
が
選
任
さ
れ
、
議
案
の
審
議
に
入

っ
た
。

第
一
号
、
第
二
号
議
案
で
は
、
昨
年
度
実
施
し

た
各
種
事
業
と
七
億
七
〇
〇
〇
万
円
に
及
ぶ
決
算

t議長に（協）浜松卸商センターの山
内理事長、副議長に（協）小糸製作
所協力会の水野理事長が選ばれた。

▲浜井県議会議長 ▲花森副知事 ▲佐野会長

▼県内各地から230人が参集した。

平
成
二
一
年
度

中
央
会
通
常
総
会
　
議
案

第
一
号
議
案
　
平
成
二
〇
年
度
事
業
報
告

承
認
の
件

第
二
号
議
案
　
平
成
二
〇
年
度
決
算
諸
表

承
認
の
件

第
三
号
議
案
　
平
成
二
一
年
度
事
業
計
画

決
定
の
件

第
四
号
議
案
　
平
成
二
一
年
度
収
支
予
算

及
び
会
費
賦
課
徴
収
方
法

決
定
の
件

第
五
号
議
案
　
新
規
加
入
会
員
入
会
金
決

定
の
件

第
六
号
議
案
　
取
引
金
融
機
関
決
定
の
件

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
機
能
の
更
な
る
強
化
で

積
極
的
に
事
業
を
展
開

21年06月号_P01-24  09.6.11 17:27  ページ 3



4中小企業静岡 2009.6

日
銀
の
三
月
短
観
で
大
企
業
製
造
業
の
景

況
感
が
過
去
最
悪
に
な
っ
た
と
報
じ
ら
れ
る

中
、
二
一
年
度
が
ス
タ
ー
ト
し
ま
し
た
。
先
行

き
不
透
明
で
、
厳
し
い
状
況
が
続
く
中
小
企

業
の
経
営
は
、
ま
さ
に
変
革
の
時
を
迎
え
て

い
ま
す
。

こ
う
し
た
中
、
国
の
中
小
企
業
へ
の
支
援
策

は
、
も
の
づ
く
り
中
小
企
業
支
援
、
農
商
工
連

携
、
地
域
資
源
活
用
の
各
事
業
展
開
の
加
速
、

こ
れ
ら
を
推
進
す
る
人
材
の
確
保
・
育
成
、
地

域
力
連
携
拠
点
事
業
の
強
化
、
商
業
・
サ
ー
ビ

ス
業
の
創
業
支
援
等
々
、
多
岐
に
わ
た
り
充

実
を
み
せ
て
い
ま
す
。

近
年
の
異
分
野
の
連
携
、
地
域
資
源
活
用
、

農
商
工
連
携
と
い
っ
た
支
援
策
は「
連
携
体
」

を
基
本
と
す
る
こ
と
が
多
く
、
組
合
を
は
じ

め
と
す
る
中
小
企
業
連
携
組
織
の
活
性
化
を

推
進
し
て
き
た
中
央
会
が
、
そ
の
役
割
を
担

う
こ
と
が
使
命
と
認
識
し
て
い
ま
す
。
こ
う
し

た
視
点
に
立
ち
、コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
機
能
を
よ

り
強
化
し
、
創
業
、
経
営
革
新
、
新
連
携
、
も

の
づ
く
り
中
小
企
業
支
援
、
地
域
資
源
活
用
、

事
業
承
継
、
農
商
工
連
携
な
ど
多
様
な
事
業

へ
の
取
り
組
み
を
は
じ
め
、
組
合
の
設
立
や
任

意
グ
ル
ー
プ
な
ど
の
組
織
化
に
重
点
的
に
取

り
組
み
ま
す
。
ま
た
静
岡
県
が
展
開
す
る
静

岡
新
産
業
集
積
ク
ラ
ス
タ
ー
と
の
連
携
、
六
月

四
日
に
開
港
し
た
富
士
山
静
岡
空
港
の
利
用

促
進
事
業
、
さ
ら
に
は
二
〇
年
度
推
進
事
業

の
成
果
を
あ
げ
る
べ
く
継
続
支
援
な
ど
を
積

極
的
に
展
開
し
て
ま
い
り
ま
す
。

新設組合の設立と支援
任意グループの法人化、組合設立を目的とした各種支援事業の推進
組織化の普及啓発、LLPやLLCの設立支援

既存組合等の活性化・運営支援
巡回指導、相談室機能の強化、改正組合法施行後のフォロー
各種中小企業支援策の有効活用、情報提供事業の充実強化

地域中小企業支援センターの運営
経営革新計画承認25件を目標に支援活動、関係機関や専門家との連携

地域力連携拠点事業の推進と連携機関とのパートナーシップの確立
事業承継・事業再生等、中小企業個々への支援

ものづくり中小企業支援策の推進

静岡県、労働局との連携による若年者雇用、少子化対策など労働施策の普及･支援

行政機関、中小企業支援機関との連携
組合認可権限が移譲された自治体関係者との連携強化、また他の自治体の巡回

地域行政と連携し時代の要請に応える機動的・多様な地域支援事業の展開

さ
ら
な
る
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
機
能
の
強
化
で
創
業
、
経
営
革
新
、

新
連
携
、
も
の
づ
く
り
中
小
企
業
支
援
、
地
域
資
源
活
用
、
事
業

承
継
、
農
商
工
連
携
な
ど
多
様
な
事
業
を
展
開

中
央
会
事
業
の
柱 

平成21年度 中央会事業の方向平成21年度 中央会事業の方向

関
係
書
類
が
詳
細
に
報
告
さ
れ
、承
認
を
受
け
た
。

続
く
第
三
号
、
第
四
号
議
案
で
は
、
二
一
年
度

の
事
業
計
画
・
収
支
予
算
に
つ
い
て
審
議
。

新
年
度
は
、
も
の
づ
く
り
中
小
企
業
支
援
や
地

域
資
源
活
用
、
農
商
工
連
携
な
ど
多
様
な
事
業
へ

の
取
組
み
を
は
じ
め
、
組
合
設
立
や
任
意
グ
ル
ー

プ
な
ど
の
組
織
化
に
も
重
点
的
に
取
り
組
む
こ
と

な
ど
を
決
め
た
。

ま
た
、「
地
域
中
小
企
業
支
援
セ
ン
タ
ー
」
及

び
「
地
域
力
連
携
拠
点
」
に
本
会
が
引
き
続
き
指

定
さ
れ
た
こ
と
を
受
け
、
経
営
革
新
計
画
の
承
認

支
援
や
事
業
承
継
、
事
業
再
生
な
ど
、
個
々
の
中

小
企
業
へ
の
支
援
に
も
積
極
的
に
取
り
組
ん
で
い

く
こ
と
と
し
た
。

第
五
号
、
第
六
号
議
案
は
、
原
案
ど
お
り
全
会

一
致
で
承
認
さ
れ
た
。

案
審
議
終
了
後
、
佐
野
会
長
の
会
長
就
任
に
伴

い
一
名
欠
員
と
な
っ
て
い
た
東
部
地
区
の
副
会
長

に
、
三
島
工
業
団
地
協
同
組
合
の
諏
訪
部
敏
之
理

事
長
が
、
総
会
に
先
立
ち
開
催
さ
れ
た
理
事
会
で

選
任
さ
れ
た
旨
が
報
告
さ
れ
た
。

諏
訪
部
新
副
会
長
は
、「
取
り
巻
く
経
済
環
境

は
大
変
厳
し
い
が
、
副
会
長
と
い
う
立
場
で
会
員

の
役
に
立
つ
中
央
会
と
な
る
よ
う
尽
力
し
て
い
き

た
い
」
と
抱
負
を
の
べ
た
。

▲抱負を述べる
諏訪部新副会長
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－－－ 平成21年度業務分掌表 －－－

総　務　課 相談室、巡回指導、会員に関すること、総会・理事会の開催、職員の人事・教育・福祉・福利厚生、予算・決算・財務・経理・庶務、高度
化資金償還事務、関係機関の慶弔対応、各種情報の収集、各種資料の保存整備、役員の秘書業務、組合及び中小企業施策一般の建
議・陳情、法令及び組織等に関する調査研究、行政・支援機関・全中・各県中央会等関係機関との連絡・協調、国・県・市の各種審議会・
委員会への派遣、指導員実地研修事業●［中小企業連携組織対策事業］｛中小企業等連携組織ステップアップ支援・指導事業｝＜組合等
の指導事業＞備品等取得費（ファクシミリ設置費、指導資料費）●［関係機関管理指導］三友会●［その他］担当事業関係コンピュータ入力

情報企画課 相談室、巡回指導●［中小企業連携組織対策事業］｛中小企業等連携組織ステップアップ支援・指導事業｝＜組合等の支援事業＞連携組
織活性化支援事業＜組合等の指導事業＞備品等取得費（コンピュータ設置費、組合台帳作成費）＜組合指導情報整備事業＞組合指導情
報整備事業費（体制整備費、指導員研修費）ネットワーク運営費等（ネットワーク運用、外部役職員研修）｛中小企業等連携情報収集・発信
事業｝＜情報提供事業＞研修会開催事業、組合等への情報提供事業（情報提供事業費、資料収集加工事業）中小企業団体情報連絡員の
設置●［委託事業］地域力連携拠点事業●［助成事業］組合等Web構築支援事業●［一般事業］｛運営指導事業｝＜運営指導事業＞トップ
セミナー｛情報活動事業｝＜広報事業＞「中小企業静岡」の発行＜事業活性化調査研究＞各種情報誌の整備、中央会業務等の全国中央
会・メディアへの情報提供＜情報化対策事業＞コンピュータの総合管理、中央会ホームページの管理●［請負事業］情報処理技術者試験
協力室、中小企業景況調査事業●［関係機関管理指導］県レディース中央会●［その他］情報化相談指導（ホームページ、メール、LAN等）、
関係機関との連絡協調、担当事業関係コンピュータ入力

連携組織課 組合等の設立・運営等の指導、各種連携組織の創業・起業等の指導、相談室、巡回指導、解散指導、休眠組合再建・整理指導、各種調
査の実施●［中小企業連携組織対策事業］｛中小企業等活力支援事業｝＜新事業・新分野進出総合支援事業＞産学官連携支援事業、新
商品等連携開発支援事業＜創業支援事業＞創業支援事業＜地域資源活用中小企業等支援事業＞商品開発支援事業、地域資源ブラン
ド化事業｛中小企業等連携組織ステップアップ支援・指導事業｝＜組合等の支援事業＞連携組織活性化支援事業、研究会開催事業｛中小
企業等連携情報収集・発信事業｝＜地域産業実態調査事業＞組合特定問題実態調査●［特定指導事業］＜小企業者組織化指導事業＞小
企業者組織化特別講習会、組合研究集会、モデル組合助成＜官公需受注対策事業＞＜調査研究事業＞●［委託事業］官公需情報収集・
提供事業、食農連携体制強化事業（食品産業協議会）、中小介護事業所協同経営モデル事業、地域力連携拠点事業●［一般事業］｛運営
指導事業｝＜運営指導事業＞事務局代表者会議＜教育事業＞職員協会事業｛産業振興事業｝＜流通対策事業＞商業流通対策●［関係機
関管理指導］職員協会（県、中部）、県食品産業協議会、県食料産業クラスター協議会、県食品・バイオ機械工業会、県SOHO振興協議会
●［その他］関係機関との連絡・協調、各種認可・届出等の指導、講師の斡旋・派遣、報道機関への情報提供、組合指導に関わる各種事
務作業、担当事業関係コンピュータ入力

経営支援課 組合等の設立・運営等の指導、各種連携組織の創業・起業等の指導、相談室、巡回指導、解散指導、休眠組合再建・整理指導、各種調
査の実施●［中小企業連携組織対策事業］｛中小企業等活力支援事業｝＜新事業・新分野進出総合支援事業＞既存産業ボトムアップ事業
＜経営革新・新連携等支援事業＞経営革新等支援事業、マーケティング等支援事業＜地域資源活用中小企業等支援事業＞商品開発支
援事業＜人材養成支援事業＞技術継承事業、経営力育成事業｛中小企業等連携情報収集・発信事業｝＜地域産業実態調査事業＞構造
改革支援ビジョン策定事業、組合特定問題実態調査、多角的連携指導強化事業＜情報提供事業＞研修会開催事業●［委託事業］高度化
資金貸付事務委託、地域中小企業支援センター、新連携・地域資源活用企業化プログラム利用支援業務、地域力連携拠点事業●［助成
事業］活路開拓支援事業●［一般事業］｛運営指導事業｝＜教育事業＞青年中央会事業＜金融対策事業＞金融指導事業、倒産防止共済
制度｛産業振興事業｝＜特別対策事業＞PL保険制度｛大会開催事業｝県大会の開催、全国大会への参加●［関係機関管理指導］県中小企
業団地協議会、青年中央会（県、中部、清水）●［その他］関係機関との連絡・協調、各種認可・届出等の指導、下請企業振興指導、講師
の斡旋・派遣、報道機関への情報提供、組合指導に関わる各種事務作業、担当事業関係コンピュータ入力

東部事務所 県東部地区における相談室、巡回指導、組合等設立・運営支援事業全般に関すること●［中小企業連携組織対策事業］｛中小企業等活力
支援事業｝｛中小企業等連携組織ステップアップ支援・指導事業｝●［地域振興事業］ものづくり支援ネットワーク事業●［特定指導事業］＜小
企業者組織化指導事業＞組合研究集会、モデル組合助成●［委託事業］富士山麓医療関連機器製造業者等交流会、地域中小企業支援
センター、地域力連携拠点事業●［一般事業］｛運営指導事業｝＜運営指導事業＞熱海市東アジア誘客推進プロジェクト委員会事業●［関
係機関管理指導］県東部商工（協）、東部青年中央会、職員協会東部支部、TMしずおか'99●［その他］関係機関との連絡・協調、担当事
業関係コンピュータ入力

西部事務所 県西部地区における相談室、巡回指導、組合等設立・運営支援事業全般に関すること●［中小企業連携組織対策事業］｛中小企業等活力
支援事業｝｛中小企業等連携組織ステップアップ支援・指導事業｝●［地域振興事業］経営革新・新連携支援事業●［特定指導事業］＜小企
業者組織化指導事業＞組合研究集会、モデル組合助成●［委託事業］地域中小企業支援センター、地域力連携拠点事業●［関係機関管
理指導］県西部商工（協）、西部青年中央会、職員協会西部支部●［その他］関係機関との連絡・協調、担当事業関係コンピュータ入力

労働支援課 組合等の設立・運営等の指導、各種連携組織の創業・起業等の指導、相談室、巡回指導、解散指導、休眠組合再建・整理指導、各種調
査の実施、労働関係対策事業●［中小企業連携組織対策事業］｛中小企業等連携情報収集・発信事業｝＜地域産業実態調査事業＞組合
特定問題実態調査●［委託事業］労働教育委託事業、若年者地域連携事業、少子化対策中小企業支援事業、障害者雇用企業見学会事
業、地域団塊世代雇用支援事業、一般事業主行動計画策定等支援事業、次世代育成支援対策推進センター事業●［一般事業］｛大会開
催事業｝表彰式典の開催●［関係機関管理指導］県中小企業労務改善団体連合会、県機械金属工業（協連）、県組合士会●［その他］関
係機関との連絡・協調、担当事業関係コンピュータ入力

団 体 支 援 ●［委託事業］中小企業グッドデザイン静岡選定事業●［関係機関管理指導］県郷土工芸品振興会●［その他］関係機関との連絡・協調、
担当事業関係コンピュータ入力

業　務　課 労働指導・巡回指導に関すること、退職金制度の加入促進、年金共済制度の加入勧奨、関係機関との連絡・協調、新規共済制度の開発・
研究、中小企業労働指導の調査・研究、各種共済制度の推進

業務管理課 退職金・年金・大型共済制度の管理

調査研究課 （協）静岡県中小企業調査研究機構、静岡県流通システム（協）、静岡県商工（協）に関すること

中央会プラネット・グループ

（協）静岡県中小企業調査研究機構 組合の活性化、労働問題、物流、技術開発、新分野進出等、中小企業振興に資する各種調査研究、労働保険事務
組合、地域力連携拠点事業

静 岡 県 流 通 シ ス テ ム（協） 大口・多頻度割引制度事業の管理運営、カーリースの斡旋、各種教育情報事業の推進と新規共同事業の開発・研究

静岡県商工（協）、静岡県東部商工（協）、静岡県西部商工（協） 商工中金等組織金融の実施・斡旋などによる中小企業への金融支援、各種共同事業の推進

（社）静 岡 県 環 境 資 源 協 会 環境保全、資源・エネルギー、環境アセスメント等の問題に関する専門的支援、エコアクション21の地域事務局

静 岡 県 協 同 振 興 （株） 中小企業組合・企業の経営資源保全並びに債権保全を目的とした各種損害保険の推進
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部長
山梨隆康
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度　　中央会事務局組織図

井上隆夫

佐野浩聡

杉山一弥

吉永真梨子

専務理事
大場壽和

会　 長
佐野光治

会　 長
荒木信幸

理事事務局長
平井一之

梅原富之

吉田一也

真野匡雄

菊池憲晃

江刺家直子

加藤順子

副所長
深井利治

（団体支援兼務）
課長

古井敏夫

松本彰祥

長谷川揚祐

薮崎義行

永井康弘

椋本三千代

國友舞雪

副所長
松下剛久

草島信介

矢部富生

吉田慶敏

飯塚　隆

岡　美希

山本つかさ

調査研究課
課長

木村通利

太田　肇

業務課
課長

田中寿一

牧野千浪

大石裕子

清水千夏子

伊藤嘉余子

深沢宮子

中島優希

業務管理課
課長

古井敏夫

課長

高橋利明

町田昌恒

牧野仁美

山本有里枝

取締役
府川進明

代表取締役
石田耕司

専務理事
石田耕司

事務局次長兼
事業部長
府川進明

東部事務所
所長　杉山次郎

西部事務所
所長　鈴木敏樹

理　事
事務局長
北島久男

（社）静岡県環境資源協会静岡県協同振興（株）
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7 中小企業静岡 2009.6

中央会では、本年度の補助事業対象組合等を募集しています。
「あんなことをしてみたい」、「こんなことに困っている」…。是非
ご活用下さい！詳細は、本会までお尋ね下さい。

■連携組織活性化支援事業

組合や任意組織、個別の中小企業など様々な組織が抱える
課題について、独自の対応が困難な場合、専門家派遣や研究
会の開催などを通じその解決を探ります。
なお、その課題あるいは組織体の規模等に応じて、｢大規模｣
｢中規模｣｢小規模｣のそれぞれで対応します。

・事業対象：組合、連携グループ、個別企業　等

・対象経費：謝金・旅費・会場借料　等

・事 業 費：大規模（３回派遣）300千円（補助率2/3、自己負担1/3）
中規模（２回派遣）150千円（補助率2/3、自己負担1/3）
小規模（１回派遣）50千円（補助率2/3、自己負担1/3）

■経営革新・新連携等支援事業

中小企業新事業活動促進法における経営革新事業及び新連携
事業に取り組む組合やグループ等に対し、同法の普及啓発や組合
員企業、組合が行う経営革新計画、新連携計画の策定のためのビ
ジネスプラン作りなどを、専門家派遣等により支援します（8組合等）。

・事業対象：組合、連携グループ　等

・対象経費：謝金・旅費・会場借料・資料費

・事 業 費：200千円（補助率1/2、自己負担1/2）

■マーケティング等支援事業

新商品や新サービスなどを有するものの、販路開拓のノウハ
ウや資金、人材の不足により市場化が図れない、市場調査等の
不足により商品化に至らない、さらに新規性や成長性が見込ま
れる技術・製品であっても、製品化前の段階では適正な評価や
円滑な資金援助が得られず、計画が進展しない、などの課題を
もつ中小企業者に対し、市場調査等販路開拓のノウハウ取得な
どの支援をします（10組合等）。

・事業対象：組合、連携グループ、個別企業　等

・対象経費：謝金、旅費、会場借料、出展料、原材料費、会場設営費

・事 業 費：400千円（補助率1/2、自己負担1/2）

■創業支援事業

様 な々分野で創業を希望する団体や企業などに対し、事業の
立ち上げや運営のノウハウ、マーケティング手法の構築など、幅
広い創業支援を行います。

・事業対象：団体、個別企業　等

・対象経費：謝金・旅費・会場借料・印刷費　等

・事 業 費：400千円（補助率1/2、自己負担1/2）

＊いずれの事業も実施主体は、中央会ですので組合等の会

計に補助金は入りません。また、本事業に係る支払いは

中央会が行います。

＊なお、事業名及び補助金額は変更される場合があります。

また、補助対象枠に達した場合、募集を締切る場合もご

ざいますのでご了承下さい。

平成21年度 中央会補助事業のご案内

組合活性化情報

平成21年度　　中央

住川守雄

三宅大介

押尾昌俊

小沼民奈子

鈴木充正

平川博人

大谷裕紀

上杉美穂

渡辺国義

中村佳樹

関本　博

能登香織

田中秀幸

杉浦理香

鷲巣文子

勝岡あゆみ

水野　円

総務課
課長（兼務）
真野美博

情報企画課
課長（兼務）
真野美博

事務局次長兼
総務部長
藁科良文

総務部長代理
真野美博

経営支援課
課長

村松晴義

近藤眞臣

長坂和広

青山しのぶ

課長代理

大村吉夫
課長代理

伊藤健雄

（しずおか産業創造機構）

植田勝智（部長代理）

高木良訓

佐塚一弘

連携組織課
課長

小林孝志

労働支援課

労働部長
梅原和之

理　事
渉外・財務担当
望月俊介

事務局次長兼
指導部長
岸本道明

指導部長代理
村田雄示
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Ｔ
Ｃ
専
用
の
ス
マ
ー
ト
イ
ン
タ
ー

チ
ェ
ン
ジ
が
設
置
さ
れ
、
至
便
性

が
増
し
た
東
名
高
速
道
路
の
遠
州
豊
田
パ

ー
キ
ン
グ
エ
リ
ア
（
Ｐ
Ａ
）。
そ
の
北
側
で

平
成
一
六
年
か
ら
始
ま
っ
た
約
四
二
ヘ
ク

タ
ー
ル
に
及
ぶ
土
地
区
画
整
理
事
業
が
い

よ
い
よ
完
了
を
迎
え
る
。
一
六
社
の
工
場

群
に
加
え
、
大
型
商
業
施
設
や
温
泉
施
設

を
備
え
た
ホ
テ
ル
も
進
出
。
新
た
な
産
業

集
積
と
し
て
脚
光
を
浴
び
る
地
だ
。

そ
の
一
角
に
磐
田
市
な
ど
の
異
業
種
五

社
が
団
地
組
合
を
設
立
、
進
出
し
た
。

「
一
〇
年
以
上
の
土
地
探
し
の
末
、
よ
う

や
く
安
住
の
地
に
落
ち
着
い
た
安
堵
感
と
、

い
ま
か
ら
が
正
念
場
と
い
う
身
の
引
き
締

ま
る
気
持
ち
が
入
り
混
じ
り
ま
す
ね
」。

理
事
長
と
し
て
集
団
化
と
い
う
難
事
を

成
し
遂
げ
た
安
堵
、
そ
し
て
団
地
運
営
の

舵
取
り
を
担
う
重
責
が
伝
わ
る
。

団
地
へ
の
進
出
は
、
工
場
の
狭
隘
化
や

老
朽
化
、
市
街
地
で
の
操
業
に
よ
る
近
隣

住
民
へ
の
配
慮
な
ど
、
共
通
の
悩
み
を
も

つ
磐
田
市
や
旧
豊
田
町
の
一
〇
社
が
、
平

成
九
年
に
研
究
会
を
立
ち
上
げ
た
の
が
き

っ
か
け
。

「
磐
田
市
や
そ
の
周
辺
を
含
め
、
多
く
の

用
地
を
見
て
ま
わ
っ
た
が
、

帯
に
短
し

襷
に
長
し

で
、
な
か
な
か
条
件
に
合
う

と
こ
ろ
は
な
い
。
そ
う
こ
う
す
る
う
ち
に
、

独
自
に
進
出
先
を
見
つ
け
た
企
業
が
抜
け

た
り
し
て
、
当
社
を
除
き
全
社
入
れ
替
わ

っ
て
し
ま
っ
た
」
と
笑
う
。

そ
ん
な
中
、
Ｐ
Ａ
周
辺
の
土
地
区
画
整

“

”

理
事
業
の
計
画
が
持
ち
上
が
っ
た
。

「
大
手
や
中
堅
企
業
は
独
力
で
も
進
出
で

き
る
が
、
我
々
中
小
に
は
組
織
の
力
が
必

要
」
と
平
成
二
〇
年
に
組
合
を
設
立
。

高
度
化
資
金
な
ど
を
利
用
し
、
進
出
面
積

約
二
万
㎡
、
総
投
資
額
約
一
八
億
四
〇
〇

〇
万
円
で
念
願
を
果
た
し
た
。

組
合
員
は
、
高
度
化
事
業
を
利
用
す
る

の
に
最
低
限
必
要
な
五
社
。
一
社
で
も
欠

け
れ
ば
、
新
天
地
進
出
の
夢
は
潰
え
る
。

「
五
社
は
ほ
ぼ
同
規
模
だ
が
、
そ
れ
ぞ
れ

が
一
国
一
城
の
主
で
価
値
観
も
違
う
た

め
、
意
見
の
調
整
が
難
し
か
っ
た
。
集
団

化
事
業
は
時
間
と
の
闘
い
。
締
め
る
と
こ

ろ
は
締
め
な
く
て
は
な
ら
な
い
。
し
か
し
、

時
間
を
か
け
る
べ
き
と
こ
ろ
は
、
じ
っ
く

り
取
り
組
ん
だ
。
手
を
抜
い
た
ら
取
り
返

し
が
つ
か
な
く
な
る
か
ら
ね
」
と
絶
妙
な

バ
ラ
ン
ス
感
覚
を
発
揮
し
た
。

組
合
で
は
副
資
材
の
購
入
や
廃
棄
物
処

理
の
斡
旋
の
ほ
か
、
警
備
、
給
食
、
健
康

診
断
な
ど
の
共
同
化
を
計
画
。
さ
ら
に
、

「
縁
あ
っ
て
こ
こ
で
操
業
す
る
の
だ
か
ら
、

進
出
し
て
終
わ
り
で
は
な
く
、
仕
事
の
融

通
や
技
術
の
交
流
な
ど
、
互
い
に
伸
び
て

行
く
よ
う
つ
な
が
り
を
強
め
て
い
き
た

い
」
と
夢
は
広
が
る
。

浜
松
市
内
の
老
舗
木
工
機
械
メ
ー
カ
ー

を
二
三
歳
で
退
職
し
、
独
立
。
今
年
四
月

創
業
四
〇
年
の
節
目
を
迎
え
た
。

「
商
売
は
最
終
的
に
は
人
と
人
。
と
き
に

は
打
算
抜
き
で
義
理
と
か
人
情
で
動
く
こ

と
も
必
要
だ
よ
」
と
の
強
い
信
念
を
も
つ
。

クローズアップインタビュー

磐田PA工業団地協同組合

青山行雄理事長

東名遠州豊田PA北側に
新たな工業団地
絶妙なバランス感覚で
団地の舵取り

組合活性化情報

Ｅ
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10中小企業静岡 2009.6

を
機
に
さ
ら
に
集
客
が
期
待
で
き
る
。

新
た
な
観
光
ス
ポ
ッ
ト
と
し
て
、
市
内

外
に
広
く
ア
ピ
ー
ル
し
て
い
き
た
い
」

と
し
て
い
る
。

Business Report 組合の動き 

沼
津
港
に
新
た
な
観
光
ス
ポ
ッ
ト
が
誕
生

沼
津
魚
仲
買
商
協
同
組
合

沼
津
魚
仲
買
商
協
同
組
合
（
後
藤
義

男
理
事
長
）
が
整
備
を
進
め
て
き
た
沼

津
港
マ
ー
ケ
ッ
ト
モ
ー
ル
「
沼
津
み
な

と
新
鮮
館
」
が
、
四
月
二
六
日
に
オ
ー

プ
ン
。
大
型
展
望
水
門
「
び
ゅ
う
お
」、

水
産
複
合
施
設
「
沼
津
魚
市
場
Ｉ
Ｎ
Ｏ

（
イ
ー
ノ
）」
な
ど
に
続
く
沼
津
港
の
新

た
な
観
光
施
設
と
し
て
、
多
く
の
来
場

者
で
賑
わ
っ
て
い
る
。

同
館
は
、
静
岡
県
が
中
心
と
な
り
、

平
成
一
四
年
に
策
定
し
た
『
沼
津
港
港

湾
振
興
ビ
ジ
ョ
ン
』
に
基
づ
い
て
設
置

し
た
も
の
で
、
同
組
合
が
沼
津
魚
市
場

の
北
側
の
県
有
地
を
借
り
受
け
、
整
備
。

あ
わ
せ
て
施
設
運
営
を
担
う
。

鉄
骨
造
平
屋
建
て
（
延
べ
床
面
積
約

一
六
五
〇
㎡
）
の
施
設
外
観
は
、
船
を

イ
メ
ー
ジ
。
店
内
に
は
、
鮮
魚
・
干
物

な
ど
を
扱
う
組
合
員
の
物
販
店
や
飲
食

店
、
さ
ら
に
は
Ｊ
Ａ
の
地
場
野
菜
の
直

売
所
な
ど
、
一
三
店
舗
が
入
居
。
新
鮮

な
海
と
山
の
幸
が
楽
し
め
る
ほ
か
、
観

光
案
内
・
休
憩
ス
ペ
ー
ス
や
イ
ベ
ン
ト

ス
ペ
ー
ス
も
備
え
た
。

建
物
外
側
に
は
オ
ー
プ
ン
デ
ッ
キ
や

約
三
〇
台
が
収
容
可
能
な
駐
車
場
も
設

置
し
た
。

総
事
業
費
は
約
三
億
円
で
、
県
や
市

な
ど
か
ら
一
部
の
補
助
を
受
け
た
。

組
合
で
は
、

「
沼
津
港
は
、
年
間
約
一
〇
〇
万
人
が

訪
れ
る
市
内
ト
ッ
プ
ク
ラ
ス
の
観
光
ス

ポ
ッ
ト
。
み
な
と
新
鮮
館
の
オ
ー
プ
ン

市
民
の
水
を
守
り
、
半
世
紀

創
立
五
〇
年
を
迎
え
る

静
岡
市
水
道
局
指
定
工
事
店
協
同
組
合

静
岡
市
水
道
局
指
定
工
事
店
協
同
組

合
（
竹
下
英
男
理
事
長
）
は
、
五
月
一

一
日
、
静
岡
市
の
ホ
テ
ル
ア
ソ
シ
ア
静

岡
タ
ー
ミ
ナ
ル
で
創
立
五
〇
周
年
記
念

式
典
・
祝
賀
会
を
開
催
し
た
。

式
典
に
は
、
小
嶋
善
吉
静
岡
市
長
や

全
国
管
工
事
業
協
同
組
合
連
合
会
会
長
、

県
内
各
地
の
水
道
工
事
組
合
関
係
者
、

中
央
会
ら
来
賓
、
組
合
員
な
ど
合
わ
せ

て
一
五
〇
人
が
出
席
し
、
創
立
半
世
紀

の
節
目
を
祝
っ
た
。

竹
下
理
事
長
は
、

「
半
世
紀
前
、
一
七
社
で
立
ち
上
げ
た

当
組
合
は
、
幾
多
の
変
遷
を
経
て
五
四

社
を
数
え
る
に
至
っ
た
。
こ
の
間
、
地

域
の
上
下
水
道
の
普
及
拡
大
を
担
っ
て

き
た
と
自
負
し
て
い
る
。
こ
れ
も
苦
難

を
乗
り
越
え
歴
史
を
築
い
て
き
た
諸
先

輩
の
努
力
や
関
係
機
関
に
よ
る
ご
支
援

ご
協
力
の
賜
物
で
あ
り
、
深
く
感
謝
申

し
上
げ
た
い
。
組
合
や
業
界
を
取
り
巻

く
環
境
は
厳
し
い
が
、
組
合
員
の
努
力

と
和
に
よ
っ
て
、
こ
の
変
化
に
対
応
し

乗
り
切
っ
て
い
き
た
い
」
と
あ
い
さ
つ

し
た
。

式
典
で
は
、
創
立
時
か
ら
の
組
合
員

七
社
と
四
〇
年
以
上
在
籍
し
た
一
二
社

を
永
年
組
合
員
と
し
て
表
彰
し
た
ほ
か
、

厚
生
労
働
省
か
ら
組
合
へ
、
生
活
環
境

改
善
へ
貢
献
な
ど
に
対
し
、
大
臣
感
謝

状
が
贈
ら
れ
た
。

同
組
合
は
、
昭
和
三
五
年
九
月
設
立
。

静
岡
市
か
ら
委
託
を
受
け
実
施
す
る

漏
水
修
理
業
務
や
水
道
メ
ー
タ
ー
取
替

s
新
た
な
観
光
ス
ポ
ッ
ト
と
し
て
の
期
待
は
大
き
い
。

s
組
合
を
代
表
し
て
あ
い
さ
つ
に
立
つ
竹
下
理
事
長
。
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11 中小企業静岡 2009.6

パ
ト
ロ
ー
ル
な
ど
を
通
じ
、
市
民
の
貴

重
な
水
の
確
保
に
も
貢
献
し
て
い
る
。

業
務
を
中
心
に
事
業
を
展
開
。
あ
わ
せ

て
、
市
と
の
災
害
協
定
の
締
結
や
安
全

物
流
の
夢
を
サ
ポ
ー
ト

創
立
四
〇
年
を
祝
う

静
岡
県
流
通
事
業
協
同
組
合

本
県
か
ら
一
二
人
の

「
建
設
マ
ス
タ
ー
」
が
誕
生

静
岡
県
重
機
建
設
業
工
業
組
合
　
ほ
か

県
下
一
七
一
社
の
貨
物
自
動
車
運
送

事
業
者
で
組
織
す
る
静
岡
県
流
通
事
業

協
同
組
合
（
高
橋
一
義
理
事
長
）
は
、

五
月
二
八
日
、
静
岡
市
の
ホ
テ
ル
ア
ソ

シ
ア
静
岡
タ
ー
ミ
ナ
ル
で
創
立
四
〇
周

年
記
念
式
典
を
行
っ
た
。

当
日
は
、
多
数
の
組
合
員
の
ほ
か
、

来
賓
の
中
部
運
輸
局
静
岡
運
輸
支
局
や

高
速
道
路
交
通
警
察
隊
な
ど
の
行
政
関

係
者
、
県
ト
ラ
ッ
ク
協
会
、
中
央
会
ら

関
係
機
関
な
ど
、
約
一
六
〇
人
が
出
席

し
た
。

組
合
を
代
表
し
て
あ
い
さ
つ
に
立
っ

た
高
橋
理
事
長
は
、

「
組
合
存
亡
の
危
機
と
も
い
え
る
高
速

道
路
料
金
の
別
納
制
度
廃
止
を
は
じ
め
、

こ
の
四
〇
年
間
、
幾
重
も
の
荒
波
に
も

ま
れ
て
き
た
が
、
歴
代
の
理
事
長
を
は

じ
め
当
時
の
執
行
部
の
尽
力
に
よ
り
、

こ
と
な
き
を
得
た
。
運
輸
業
界
は
、
空

荷
の
増
加
や
燃
料
代
の
高
騰
な
ど
厳
し

い
状
況
に
お
か
れ
て
い
る
が
、『
組
合
員

の
た
め
の
組
合
』
を
常
に
念
頭
に
置
き
、

次
の
一
〇
年
に
向
け
組
合
員
一
致
団
結

の
も
と
、
進
ん
で
い
き
た
い
」
と
述
べ

た
。式

典
で
は
、
三
〇
年
以
上
組
合
に
在

籍
す
る
四
一
社
に
感
謝
状
が
、
長
年
に

わ
た
り
組
合
運
営
に
尽
力
し
た
役
職
員

ら
一
八
人
に
表
彰
状
が
、
高
橋
理
事
長

か
ら
手
渡
さ
れ
た
。

同
組
合
は
、
東
名
高
速
道
路
の
全
線

開
通
に
あ
わ
せ
、
昭
和
四
四
年
に
設
立
。

高
速
道
路
別
納
割
引
制
度
を
主
事
業
に

据
え
、
積
極
的
に
事
業
を
展
開
。

建
設
現
場
の
第
一
線
で
作
業
に
従
事

し
、
卓
越
し
た
技
能
・
技
術
を
有
す
る

「
も
の
づ
く
り
の
名
人
」
を
優
秀
施
工
者

国
土
交
通
大
臣
顕
彰
者
（
建
設
マ
ス
タ

ー
）
と
し
て
顕
彰
す
る
平
成
二
一
年
度

優
秀
施
工
者
国
土
交
通
大
臣
表
彰
の
顕

彰
式
典
が
五
月
二
七
日
、
東
京
都
内
で

行
わ
れ
た
。

本
県
か
ら
は
、
静
岡
県
重
機
建
設
業

工
業
組
合
（
梅
原
秀
夫
理
事
長
）
の
理

事
を
務
め
る
土
屋
和
義
氏
（
建
設
機
械

運
転
工
・
土
屋
ブ
ル
ド
ー
ザ
ー
工
事
㈱

代
表
取
締
役
・
富
士
市
）、
長
谷
川
弘
樹

氏
（
設
機
械
運
転
工
・
静
岡
西
部
建
設

㈱
従
業
員
・
静
岡
市
）
ら
七
職
種
一
二

人
が
「
建
設
マ
ス
タ
ー
」
の
仲
間
入
り

を
果
た
し
た
。

最
高
峰
の
技
術
・
技
能
者
と
称
さ
れ

る
「
建
設
マ
ス
タ
ー
」
の
顕
彰
は
、
平

成
四
年
に
ス
タ
ー
ト
し
、
今
年
度
で
一

八
回
目
。
こ
れ
ま
で
に
全
国
で
建
設
機

械
運
転
工
や
電
気
工
、
造
園
工
、
左
官

工
な
ど
四
三
の
職
種
で
六
四
〇
〇
人
を

超
え
る
「
建
設
マ
ス
タ
ー
」
が
誕
生
し

て
い
る
。

今
回
、「
建
設
マ
ス
タ
ー
」
の
称
号
を

受
け
た
土
屋
氏
は
、

「
現
場
で
得
た
技
術
や
技
能
が
認
め
ら

れ
光
栄
で
す
。
建
設
マ
ス
タ
ー
の
名
に

恥
じ
な
い
よ
う
ま
す
ま
す
腕
を
磨
く
と

と
も
に
、
技
術
や
技
能
を
後
進
に
伝
え

て
い
き
た
い
」
と
喜
び
を
語
っ
た
。

組合活性化情報

た
Ｗ
ｅ
ｂ
Ｋ
Ｉ
Ｔ
事
業
な
ど
組
合
員
の

ニ
ー
ズ
を
い
ち
早
く
捉
え
た
事
業
を
活

発
に
行
っ
て
い
る
。

▼組合運営に尽力した役職員らに高橋理事長より表彰状が手渡
された。

同
制
度
廃
止
後
は
大
口
・
多
頻
度
割

引
制
度
や
Ｅ
Ｔ
Ｃ
事
業
、
さ
ら
に
は
求

荷
求
車
情
報
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
活
用
し

本
県
か
ら
は
、土
屋
氏
を
は
じ
め
一
二
人
が「
建
設
マ

ス
タ
ー
」の
仲
間
入
り
。

t
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財形転貸融資制度で社内住宅融資制度を 

ライフサポートセンターしずおか 

１.６４ 　６

① 事業主・事業協同組合が財形住宅金融㈱（福利厚生会社）に出資していること。 
　　　 （これからご利用の場合は、従業員数に応じて出資していただきます。 
　　　  ※出資金は750千円から3,750千円まで 
②  財形貯蓄を積立していること。（どこの金融機関等でもかまいません。） 
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静
岡
県
中
央
会
が
「
経
営
革
新
推
進
賞
」
受
賞

静
岡
県
中
央
会
は
、
四
月
一
六
日
、

県
内
初
と
な
る
静
岡
県
「
経
営
革
新
推

進
賞
」
を
受
賞
し
た
。

同
賞
は
、
中
小
企
業
の
経
営
革
新
計

画
作
成
を
支
援
す
る
商
工
団
体
や
個
人

を
顕
彰
す
る
た
め
本
年
度
、
県
が
制
定

し
た
も
の
で
、
年
間
一
五
件
以
上
を
支

援
し
た
団
体
や
三
件
以
上
の
支
援
を
行

っ
た
個
人
が
対
象
。

四
月
二
八
日
に
静
岡
市
内
で
開
か
れ

た
本
会
理
事
会
席
上
で
授
賞
式
が
行
わ

れ
、
堀
川
知
廣
静
岡
県
産
業
部
長
か
ら
、

佐
野
光
治
会
長
と
四
人
の
指
導
員
に
表

彰
状
が
手
渡
さ
れ
た
。

佐
野
会
長
は
お
礼
と
と
も
に
「
今
後

も
常
に
中
小
企
業
の
立
場
に
立
ち
『
や

る
気
の
あ
る
企
業
』、『
チ
ャ
レ
ン
ジ
す

る
企
業
』
を
全
力
で
応
援
し
て
い
く
」

と
抱
負
を
述
べ
た
。

経
営
革
新
計
画
は
、
中
小
企
業
新
事

業
活
動
促
進
法
に
基
づ
き
、
新
商
品
の

開
発
や
新
サ
ー
ビ
ス
の
導
入
な
ど
新
た

な
事
業
に
チ
ャ
レ
ン
ジ
す
る
企
業
を
支

援
す
る
取
り
組
み
で
、
県
か
ら
承
認
を

受
け
た
企
業
は
、
税
制
や
金
融
な
ど
各

種
支
援
が
受
け
ら
れ
る
。

平
成
二
〇
年
度
、
県
内
で
は
過
去
最

高
と
な
る
三
〇
〇
件
が
承
認
さ
れ
た
。

本
会
は
平
成
一
九
年
度
よ
り
、
県
か

ら
地
域
中
小
企
業
支
援
セ
ン
タ
ー
の
指

定
を
受
け
、
経
営
革
新
計
画
の
承
認
申

請
の
窓
口
と
な
り
、
会
員
組
合
や
組
合

員
企
業
の
経
営
革
新
計
画
の
作
成
支
援

か
ら
申
請
受
付
ま
で
一
貫
し
た
サ
ー
ビ

ス
を
実
施
。
昨
年
度
は
二
七
件
の
承
認

を
支
援
し
た
。

本
会
で
は
受
賞
を
契
機
に
、
今
後
も

組
合
や
関
係
機
関
、
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

等
と
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
活
か
し
、
承

認
申
請
企
業
の
掘
り
起
こ
し
・
支
援
に

力
を
入
れ
て
い
く
。

▲堀川県産業部長（左）にお礼を述べる佐野会長と指導員。

中小企業者等 

単独 組合・グループ 

（財）しずおか産業創造機構 

計画等の相談及び申請窓口 経営革新計画の作成＝新事業活動 

数値目標＝経営向上目標 

県による審査・承認 

経営革新計画の実施 

フォローアップ調査 

各種支援策 
・信用保証特例 
・融資､助成制度 
・税制措置制度 
・専門家派遣制度 等 

・計画等の窓口相談 
・訪問相談 
・現地支援 等 

地域中小企業支援センター 
中央会、下田・沼津・磐田・ 

浜松商工会議所 （ ） 

その他窓口 
静岡・富士商工会議所、 
商工会連合会、 
静岡市清水商工会 （ ） 

説明 

相談 
・ 
助言 

相談 
・ 
助言 

経
営
革
新
と
は
…

事
業
者
が
新
た
な
事
業
活
動
に
取
り
組
み
、
経
営
目
標
を
設
定
、

経
営
の
相
当
程
度
の
向
上
を
図
る
こ
と

新
た
な
事
業
活
動
と
は
…

・
新
商
品
の
開
発
ま
た
は
生
産
　
・
新
役
務
の
開
発
ま
た
は
提
供

・
商
品
の
新
た
な
生
産
ま
た
は
販
売
の
方
式
の
導
入

・
役
務
の
新
た
な
提
供
の
方
式
の
導
入
そ
の
他
新
た
な
事
業
活
動

経
営
の
相
当
程
度
の
向
上
と
は
…

・
次
の
２
つ
の
指
標
が
３
〜
５
年
で
相
当
程
度
向
上
す
る
こ
と

・「
付
加
価
値
額
」
ま
た
は
「
一
人
当
た
り
の
付
加
価
値
額
」
の
伸
び
率
が
９
〜
15
％
以
上

（
年
３
％
以
上
の
伸
び
）
付
加
価
値
額
＝
営
業
利
益
＋
人
件
費
＋
減
価
償
却
費

・「
経
常
利
益
」
の
伸
び
率
が
３
〜
５
％
以
上
（
年
１
％
以
上
の
伸
び
）

経
常
利
益
＝
営
業
利
益----

営
業
外
費
用

21年06月号_P01-24  09.6.12 15:54  ページ 13
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国
内
出
願
は
厳
選
す
る
考
え
方
が
強
ま
り
つ
つ
あ

る
こ
と
も
背
景
に
あ
る
と
考
え
ら
れ
て
い
る
。

以
上
の
よ
う
に
減
少
傾
向
に
あ
る
と
は
い
え
、

依
然
我
が
国
の
特
許
出
願
件
数
は
高
い
水
準
に
あ

る
が
、
内
国
人
出
願
に
占
め
る
中
小
企
業
の
比
率

は
、
出
願
件
数
ベ
ー
ス
で
約
一
二
％
に
止
ま
っ
て
い

る
。
法
人
企
業
が
生
み
出
す
付
加
価
値
額
の
う
ち

中
小
企
業
が
寄
与
し
て
い
る
割
合
が
約
半
分
で
あ

る
こ
と
か
ら
す
る
と
、
特
許
出
願
に
お
け
る
中
小

企
業
の
比
重
は
小
さ
い
よ
う
に
思
わ
れ
る
。

中
小
企
業
の
特
許
出
願
の
現
状

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
リ
サ
ー
チ
＆
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
㈱

が
実
施
し
た「
市
場
攻
略
と
知
的
財
産
戦
略
に
か

か
る
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
」（「
市
場
攻
略
と
知
財
調

査
」）に
よ
る
と
、
特
許
出
願
の
総
件
数
に
占
め
る

中
小
企
業
の
割
合
が
小
さ
い
理
由
の
一
つ
と
し
て
、

中
小
企
業
は
自
ら
の
技
術
や
ノ
ウ
ハ
ウ
を
特
許
の

出
願
に
よ
っ
て
保
護
す
る
の
で
は
な
く
、
営
業
秘
密

と
し
て
保
護
し
て
い
る
可
能
性
が
考
え
ら
れ
る
。

特
許
庁
の「
知
的
財
産
活
動
調
査
」を
も
と
に
、

大
企
業
と
中
小
企
業
が
、
二
〇
〇
六
年
度
に
企
業

内
で
発
明
・
考
案
し
た
も
の
の
う
ち
、
企
業
秘
密
・

ノ
ウ
ハ
ウ
と
し
た
も
の
の
割
合
を
示
し
た
図
表
②

に
よ
る
と
、
中
小
企
業
の
当
該
割
合
は
大
企
業
の

そ
れ
の
約
三
倍
を
示
し
て
い
る
。

こ
の
よ
う
に
、
中
小
企
業
が
特
許
出
願
を
最
小

限
に
と
ど
め
、で
き
る
だ
け
営
業
秘
密
と
し
て
保

護
す
る
理
由
と
し
て「
技
術
流
出
に
つ
な
が
る
恐
れ

が
あ
る
」、「
コ
ス
ト
負
担
が
大
き
い
」な
ど
を
挙
げ

る
企
業
が
多
く
、
特
に「
コ
ス
ト
負
担
が
大
き
い
」

と
い
う
理
由
が
大
企
業
に
比
べ
て
顕
著
に
多
い
こ

と
が
分
か
る（
図
表
③
）。

日
本
の
特
許
出
願
件
数
は
、
一
九
九
八
年
以
降

毎
年
約
四
〇
万
件
に
達
す
る
な
ど
、
世
界
一
の
水

準
に
あ
っ
た
が
、
二
〇
〇
六
年
に
米
国
に
抜
か
れ
、

現
在
は
世
界
第
二
位
と
な
っ
て
い
る（
図
表
①
）。

日
本
の
特
許
出
願
が
最
近
、
減
少
傾
向
に
あ
る

の
は
、
企
業
が
守
り
を
主
眼
と
す
る
大
量
の
特
許

出
願
・
取
得
か
ら
、
中
核
と
な
る
事
業
を
展
開
す

る
上
で
有
益
な
特
許
の
取
得
へ
と
そ
の
戦
略
を
転

換
す
る
動
き
が
増
え
つ
つ
あ
る
と
と
も
に
、グ
ロ
ー

バ
ル
化
の
進
展
に
伴
い
海
外
へ
の
出
願
を
重
視
し
、

準特集

2009年版　中小企業白書にみる

中小企業における知的財産の保護･活用
中小企業の業況がかつてない厳しい状況にある中、2009年版の中小企業白書では、中小企業が
その強みである創造性や機動力を一層活かし、直面する苦境を乗り越えていくための視座として、
中小企業のイノベーションを採り上げ、分析している。
とくに知的財産の戦略的な保護と活用は、中小企業のイノベーションを支える重要な経営資源で
あり、欠かすことのできない要素である。
そこで今月号では、白書を基に中小企業が知的財産を効果的に保護し、活用していくための戦略
や課題など、そのポイントを紹介する。

資料提供：中小企業庁

知
的
財
産
権
を
巡
る
動
向
と

中
小
企
業
の
知
的
財
産
活
動98

10

15

20

25

30

35

40

45

50
（万件） 

5

0
3.7

24.2

40.2

7.6
8.2

3.7

27.1

40.5

8.1

9.0

5.1

29.6

43.7

10.1
10.2

6.3

32.7

43.9

10.5
11.0

8.1

33.4

42.1

10.6

10.5

34.2

41.3

11.7

11.9
13.1

35.8

42.3

14.0
17.3

12.9

39.1

42.7

21.1

16.6

13.5

40.9

42.6

24.5

17.1

14.1

39.6

43.9

99 00 01 02 03 04 05 06 07（年） 

16.0

アメリカ 
日本 

中国 

万件 

欧州 
韓国 

［図表①］5大特許庁における特許出願件数の推移
～我が国の特許出願件数は2006年までは40万件を超える水準で推移していたが、現在は、40万件を下
回り米国に抜かれ世界第2位の出願件数となっている～

資料：特許庁「特許行政年次報告書2008年版」（2008年）
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下
請
企
業
の
知
的
財
産
活
動
の
現
状

企
業
一
社
当
た
り
の
企
業
内
で
発
明
・
考
案
さ

れ
た
件
数
は
、
下
請
企
業
と
非
下
請
企
業
で
ほ
ぼ

同
水
準
だ
が
、
下
請
企
業
一
社
当
た
り
の
特
許

権
・
実
用
新
案
権
の
出
願
件
数
は
、
四.

九
七
件
で
、

非
下
請
企
業
の
五.

九
三
件
に
比
べ
少
な
い
。
他
方
、

下
請
企
業
が
、
企
業
内
で
発
明
・
考
案
し
た
も
の

の
う
ち
、
企
業
秘
密
・
ノ
ウ
ハ
ウ
と
し
た
も
の
の
割

合（
四.

五
八
％
）は
、
非
下
請
企
業（
二.

五
七
％
）よ

り
も
高
い
。
以
上
か
ら
、
下
請
企
業
は
、
非
下
請
企

業
と
比
べ
て
、
特
許
出
願
よ
り
も
、「
技
術
流
出
」を

警
戒
し
、「
企
業
秘
密
・
ノ
ウ
ハ
ウ
」と
し
て
の
保
護

を
志
向
す
る
傾
向
が
あ
る
こ
と
が
分
か
る
。

営
業
秘
密
に
つ
い
て
は
、
不
正
競
争
防
止
法
に

よ
り
一
定
の
法
的
保
護
が
な
さ
れ
て
お
り
、
社
内

で
の
管
理
体
制
を
強
化
し
て
い
く
こ
と
が
、
技
術

流
出
の
防
止
の
観
点
か
ら
重
要
で
あ
る
。

中
小
企
業
の
特
許
取
得
及
び
利
用
の
状
況

特
許
保
有
の
総
件
数
に
占
め
る
中
小
企
業
の
特

許
保
有
件
数
の
割
合
は
、
一
七.

六
％
に
と
ど
ま
る

な
ど
大
企
業
に
比
べ
て
特
許
の
取
得
企
業
の
割
合

が
低
く
、
特
に
下
請
企
業
は
低
い
。

一
方
、
特
許
の
利
用
率
は
、ほ
と
ん
ど
の
業
種
で

大
企
業
よ
り
も
高
い
。
ま
た
保
有
特
許
の
利
用
状

況
は
、
大
企
業
は
未
利
用
だ
が
、
防
衛
目
的
で
特

許
を
保
有
し
て
い
る
割
合
が
高
い
な
ど
、
大
企
業

の
特
許
戦
略
の
特
徴
が
見
て
と
れ
る
。

中
小
企
業
は
、
自
ら
開
発
し
た
技
術
等
を
厳
選

し
て
、
特
許
の
出
願
を
行
っ
て
い
る
た
め
、
特
許
出

願
件
数
は
少
な
い
も
の
の
、
特
許
権
を
取
得
し
た

以
上
は
有
効
に
利
用
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。

な
お
、
大
企
業
の
保
有
特
許
の
一
割
が
開
放
特
許

で
あ
る
こ
と
も
注
目
に
値
す
る
。
中
小
企
業
が
、

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
実
現
す
る
上
で
、こ
う
し
た
大

企
業
の
開
放
可
能
な
特
許
を
有
効
に
活
用
し
て
い

く
こ
と
も
重
要
な
方
策
で
あ
ろ
う
。

特
許
を
保
有
し
て
い
る
中
小
企
業（
製
造
業
）は
、

保
有
し
て
い
な
い
企
業
に
比
べ
て
、
従
業
員
一
人
当

た
り
の
営
業
利
益
が
大
き
い
傾
向
が
あ
る
。

研
究
開
発
等
を
通
じ
、
保
有
特
許
の
対
象
で
あ

る
独
自
の
技
術
や
製
品
を
開
発
し
た
中
小
企
業

は
、
利
益
率
が
高
い
傾
向
に
あ
り
、
ま
た
、
海
外
特

許
を
含
め
た
特
許
制
度
が
、
中
小
企
業
の
知
的
財

産
の
侵
害
を
防
ぎ
、
利
益
率
の
維
持
に
寄
与
し
て

い
る
可
能
性
を
示
唆
し
て
い
る
。

前
述
の
と
お
り
、
大
企
業
の
特
許
の
一
割
は
未

利
用
で
、
他
者
へ
開
放
可
能
な
特
許
で
あ
る
。
ま

た
、
特
許
庁
の
推
計
で
は
、
国
内
特
許
数
に
占
め

る
未
利
用
特
許
は
ほ
ぼ
半
数
に
上
る
と
さ
れ
る
。

「
市
場
攻
略
と
知
財
調
査
」に
よ
る
と
、
約
三
割

の
中
小
企
業
が
開
放
特
許
に
関
心
を
示
す
な
ど
、

経
営
資
源
の
乏
し
い
中
小
企
業
に
と
っ
て
は
、こ
う

し
た
開
放
特
許
を
含
め
、
外
部
の
知
識
や
技
術
を

有
効
に
活
用
す
る
こ
と
も
、
事
業
戦
略
を
立
て
る

上
で
重
要
な
選
択
肢
の
一
つ
で
あ
る
。

ま
た
、
他
社
技
術
の
活
用
や
他
企
業
と
連
携
し

て
技
術
開
発
を
行
う
な
ど
い
わ
ゆ
る
オ
ー
プ
ン
イ

ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
へ
の
関
心
が
世
界
的
に
高
ま
っ
て
い

中小企業における知的財産の保護･活用

0.0
1.0
2.0
3.0
4.0
5.0
6.0
7.0
8.0
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15.0

10.0

  5.0
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(%) (%)
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1.5
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2.0 1.4
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2.5

13.9

1.3

5.6

1.4

10.9

16.5

26.1

18.8

8.2

0.6

4.3

石
油
石
炭
・
プ
ラ
ス 

チ
ッ
ク
ゴ
ム
・
窯
業 

建
設
業 

食
品
工
業 

繊
維
・
パ
ル
プ
・
紙
工
業 

医
薬
品
工
業 

化
学
工
業 

鉄
鋼
・
非
鉄
金
属
工
業 

金
属
製
品
工
業 

機
械
工
業 

電
気
機
械
工
業 

輸
送
機
械
工
業 

精
密
機
械
工
業 

そ
の
他
の
工
業 

情
報
通
信
業 

卸
・
小
売
等 

そ
の
他
の
非
製
造
業 

業
種
全
体 

大企業 中小企業 大企業 中小企業 
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25.9
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23.1 25.0
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16.7 14.8
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2.2

技
術
流
出
に 

つ
な
が
る 

恐
れ
が
あ
る 

　
年
で 

効
力
を
失
う 

20 事
業
に 

な
じ
ま
ず
、 

結
果
的
に
保
護 

取
引
先
と
の 

関
係
で
出
願 

し
づ
ら
い 

コ
ス
ト
負
担
が 

大
き
い 

ノ
ウ
ハ
ウ
が 

不
足
し
て
い
る 

そ
の
他 

資料：特許庁「平成19年知的財産活動調査」再編加工（2008年）
（注）1. 企業内で発明・考案されたものとは、自社内で発明・考案されたもののうち、出願したしないにかかわらず、

知的財産部門又は知的財産担当者に届出されたすべてをいう。
2.「企業秘密・ノウハウとした件数/企業内で発明・考案されたものの件数」にて割合を算出している。
3. ここでいう大企業とは、中小企業基本法に定義する中小企業以外の企業をいう。

資料：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング㈱
「市場攻略と知的財産戦略にかかるアンケート調査」（2008年12月）

（注）1. 「特許出願は最小限にとどめ、できるだけ営業秘密として保護している」と回
答している企業のみ集計。

2. ここでいう大企業とは、中小企業基本法に定義する中小企業以外の企業をいう。
3. 複数回答のため合計は100を超える。

［図表②］企業内で発明・考案されたもののうち企業秘密・ノウハウとしたものの割合
～中小企業は大企業よりも約3倍高い割合で、企業秘密、ノウハウとしている。また、業種ごとに特
徴がみられ、特に情報通信業、輸送機械工業、電気機械工業といった業種において企業秘密・ノウ
ハウとしている企業割合が高くなっている～

［図表③］特許出願を最小限にとどめ、営業秘密として保護する理由
～中小企業は、大企業に比して技術流出やコスト負担を理由に「特許出願
は最小限にとどめ、できるだけ営業秘密として保護」している企業の割合
が相対的に高い～

中
小
企
業
の
知
的
財
産
活
動
と

企
業
業
績
の
関
係

オ
ー
プ
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
に

向
け
た
中
小
企
業
の
取
組
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24.2
28.9
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3.4
0.3 0.7 0.6

13.4

45.3

大企業 中小企業 

特許権 実用新案権 商標権 意匠権 著作権 その他の知的財産権 取得していない 

資料：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング㈱
「市場攻略と知的財産戦略にかかるアンケート調査」（2008年12月）

（注）1. ここでいうヒット商品とは、「過去10年以内に企画・開発に着手した案件の中で、
貴社の収益に大きく貢献した新技術・新商品・新サービス」のことをいう。

2. ここでいう大企業とは、中小企業基本法に定義する中小企業以外の企業をいう。
3. 複数回答のため合計は100を超える。

［図表⑤］ヒット商品における知的財産権の取得状況
～大企業はヒット商品に知的財産権を取得していない企業が１割強にとど
まる一方、中小企業は５割弱であり、知的財産権を取得していない企業が
多く見られる～

資料：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング㈱「市場攻略と知的財産戦略にかかるアンケート調査」（2008年12月）
（注）1. ここでいうヒット商品とは、「過去10年以内に企画・開発に着手した案件の中で、貴社の収益に大きく貢献

した新技術・新商品・新サービス」のことをいう。
2. ヒット商品が生まれたと回答した企業のみ集計。
3. ヒット商品に知的財産権を取得したと回答した企業のみ集計。
4. 中小企業のみ集計。
5. 複数回答のため合計は100を超える。 16中小企業静岡 2009.6

る
中
、
中
小
企
業
に
よ
る
知
的
財
産
の
活
用
は
ま

す
ま
す
重
要
と
な
っ
て
い
る
。

中
小
企
業
は
、
大
企
業
に
比
べ
技
術
移
転
を
受

け
て
い
る
割
合
が
相
対
的
に
低
い
も
の
の
、
技
術

移
転
、
特
に「
国
や
公
設
の
試
験
研
究
機
関
」、「
大

学
」、「
大
手
企
業
」か
ら
の
技
術
移
転
に
関
心
が
高

い（
図
表
④
）。

大
学
か
ら
の
技
術
移
転
に
つ
い
て
は
、大
学
の
技
術

移
転
機
関（
Ｉ
Ｌ
Ｏ
）等
に
よ
る
情
報
提
供
や
仲
介
の

機
能
が
重
要
で
あ
る
。
現
在
、Ｉ
Ｌ
Ｏ
を
通
じ
た
技
術

移
転
先
と
し
て
中
小
企
業
が
約
半
分
を
占
め
て
お

り
、今
後
も
、中
小
企
業
が
大
学
の
技
術
を
有
効
に

活
用
し
て
い
く
た
め
に
は
、そ
の
仲
介
者
と
し
て
、産

学
連
携
の
窓
口
ス
タ
ッ
フ
が
果
た
す
役
割
は
大
き
い
。

中
小
企
業
が
、
新
た
な
製
品
・
サ
ー
ビ
ス
の
開
発

等
の
た
め
に
、
知
的
財
産
の
創
出
、
保
護
、
活
用
を

組
み
合
わ
せ
た
戦
略
を
ど
の
よ
う
に
構
築
・
実
行

し
、収
益
拡
大
に
結
び
つ
け
て
い
け
ば
よ
い
の
か
。
過

去
一
〇
年
間
に
収
益
に
大
き
く
貢
献
し
た
商
品
を

「
ヒ
ッ
ト
商
品
」と
呼
ぶ
こ
と
と
し
、
中
小
企
業
の
知

的
財
産
活
動
と
ヒ
ッ
ト
商
品
と
の
関
係
を
み
て
い
く
。

知
的
財
産
活
動
と
ヒ
ッ
ト
商
品
の
関
係

ヒ
ッ
ト
商
品（
過
去
一
〇
年
以
内
に
企
画
・
開
発

に
着
手
し
た
案
件
の
中
で
、
収
益
に
大
き
く
貢
献

し
た
新
技
術
・
新
商
品
・
新
サ
ー
ビ
ス
）に
関
す
る

知
的
財
産
権
の
取
得
の
状
況
に
つ
い
て
見
る
と
、
大

企
業
は
特
許
権
等
の
知
的
財
産
権
を
取
得
し
て
い

な
い
企
業
が
一
割
強
に
と
ど
ま
る
の
に
対
し
、
中

小
企
業
で
は
五
割
弱
と
、
特
許
権
等
を
取
得
し
て

い
な
い
企
業
が
多
い（
図
表
⑤
）。

ま
た
、
特
許
を
取
得
し
て
い
な
い
中
小
企
業
で

も
、
技
術
移
転
を
受
け
て
い
る
企
業
は
、
受
け
て
い

な
い
企
業
に
比
べ
て
ヒ
ッ
ト
商
品
が
生
ま
れ
て
い
る

企
業
の
割
合
が
高
い
。

知
的
財
産
権
の
取
得
に
よ
る
具
体
的
な
効
果

図
表
⑥
は
、
企
業
が
特
許
権
の
取
得
の
効
果
に

関
し
て
ど
の
よ
う
に
認
識
し
て
い
る
の
か
に
つ
い

て
、
企
業
の
従
業
員
規
模
別
に
示
し
た
も
の
で
あ

る
。
規
模
の
小
さ
い
企
業
ほ
ど「
信
用
力
を
得
る
こ

と
が
で
き
た
」、「
新
規
顧
客
の
開
拓
に
つ
な
が
っ

た
」と
回
答
し
た
企
業
の
割
合
が
高
い
傾
向
に
あ

る
。
ま
た
、
中
小
企
業
が
積
極
的
に
特
許
権
を
取

得
し
て
い
く
こ
と
が
、
信
用
力
を
高
め
、
新
規
顧
客
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そ
の
他 

海
外
の 

研
究
開
発
型
の 

ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業 

海
外
の
中
小
企
業 

海
外
の
大
手
企
業 

海
外
の
大
学
や 

試
験
研
究
機
関 

研
究
開
発
型
の 

ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業 

中
小
企
業 

大
手
企
業 

国
や
公
設
の 

試
験
研
究
機
関 

大
学 

取得している 過去には取得していたが現在はない 取得したことがない 

［図表④］関心のある技術移転元（特許取得の有無別）
～特許取得企業は、「国や公設の試験研究機関」や「大学」からの技術移転に関心が高くなっている。
また、特許取得したことがない企業については、「大手企業」からの技術移転に関心が最も高くなっ
ている～

資料：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング㈱「市場攻略と知的財産戦略にかかるアンケート調査」（2008年12月）
（注）1. 中小企業のみ集計。

2. 複数回答のため合計は100を超える。
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  0

(%)

価
格
づ
け
に 

有
利
に
働
い
た 

市
場
を
独
占
す
る 

こ
と
が
で
き
た 

模
倣
品
・
類
似
品 

の
排
除
が
可
能 

信
用
力
を
得
る 

こ
と
が
で
き
た 

対
外
的
な
ア
ピ
ー
ル 

効
果
が
得
ら
れ
た 

ブ
ラ
ン
ド
を
高
め
る 

こ
と
に
つ
な
が
っ
た 

資
金
調
達
が 

容
易
に
な
っ
た 

他
社
と
の
提
携
等
、 

事
業
の 

幅
が
広
が
っ
た 

そ
の
他 

特
に
効
果
は
な
い 

新
規
顧
客
の
開
拓
に 

つ
な
が
っ
た 

20人以下 21～50人 51～100人 101～300人 300人超 

［図表⑥］ヒット商品において知的財産権を取得したことによる効果（従
業員規模別）

～規模の小さい企業ほど、「信用力を得ることができた」、「新規顧客の開拓につながった」という企
業割合が相対的に高い～

知
的
財
産
権
の
取
得
に
よ
る
効
果
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の
開
拓
な
ど
売
上
を
増
大
さ
せ
る
面
で
も
重
要
で

あ
る
こ
と
も
示
唆
し
て
い
る
。

図
表
⑦
は
、商
品
の
開
発
か
ら
ヒ
ッ
ト
商
品
に
な
る

ま
で
の
段
階
を
三
つ
の
期
間
に
区
切
り
、そ
れ
ぞ
れ
の

期
間
に
お
け
る
特
許
権
の
取
得
が
業
績
向
上
に
ど
の

よ
う
に
影
響
し
た
か
に
つ
い
て
示
し
た
も
の
で
あ
る
。

い
ず
れ
の
期
間
に
お
い
て
も
、
特
許
権
の
取
得
が

そ
の
後
の
業
績
向
上
に「
大
い
に
つ
な
が
っ
た
」、「
や
や

つ
な
が
っ
た
」と
い
う
中
小
企
業
が
七
割
か
ら
九
割
に

達
し
て
お
り
、中
小
企
業
は
特
許
権
の
取
得
に
よ
り

業
績
向
上
を
図
る
こ
と
が
で
き
る
と
考
え
ら
れ
る
。

ま
た
、
初
期
の
段
階
か
ら
特
許
権
を
取
得
し
て

い
る
中
小
企
業
ほ
ど
、
業
績
向
上
に
つ
な
が
っ
た
と

い
う
割
合
が
大
き
い
。
特
許
権
以
外
も
含
め
、
知

的
財
産
権
を
早
期
に
取
得
す
る
こ
と
が
、
中
小
企

業
に
と
っ
て
重
要
な
戦
略
で
あ
る
こ
と
を
意
味
し

て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。

知
的
財
産
権
の
取
得
の
タ
イ
ミ
ン
グ
と
効
果
は
、

知
的
財
産
権
や
効
果
の
種
類
に
よ
っ
て
様
々
で
あ

り
、
中
小
企
業
は
、
研
究
開
発
か
ら
商
品
化
ま
で
の

そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
戦
略
に
最
も
適
し
た
知
的
財
産

戦
略
の
構
築
を
検
討
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

な
お
、ヒ
ッ
ト
商
品
に
関
す
る
知
的
財
産
権
の
取

得
の
有
無
と
、
当
該
ヒ
ッ
ト
商
品
の
開
発
に
要
し
た

期
間
と
の
関
係
を
見
る
と
、ヒ
ッ
ト
商
品
の
開
発
に

長
い
時
間
が
か
か
っ
た
企
業
ほ
ど
、
特
許
権
を
取
得

し
て
い
る
と
い
う
傾
向
に
あ
る
。

一
般
に
、
商
品
開
発
に
時
間
を
要
す
る
ほ
ど
開

発
費
用
が
大
き
く
な
る
と
考
え
ら
れ
る
。
そ
の
た

め
、
そ
の
商
品
開
発
は
中
小
企
業
の
業
績
に
大
き

な
影
響
を
与
え
る
重
要
な
も
の
で
、
ま
た
、そ
の
多

額
の
費
用
を
回
収
す
る
こ
と
か
ら
、
中
小
企
業
が

特
許
権
等
に
よ
る
保
護
を
図
る
傾
向
に
あ
る
可
能

性
を
示
唆
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。

今
後
、
中
小
企
業
が
知
的
財
産
活
動
を
効
果
的

に
進
め
て
い
く
上
で
の
課
題
は
、「
知
的
財
産
に
か

か
る
知
識
の
不
足
」や「
人
材
や
資
金
不
足
」を
挙

げ
る
中
小
企
業
が
多
い（
図
表
⑧
）。

こ
れ
ら
の
理
由
を
挙
げ
た
中
小
企
業
で
は
、
特

に「
過
去
に
特
許
取
得
し
て
い
た
が
、
現
在
は
な

い
」と
い
う
企
業
が
多
い
が
、
過
去
に
特
許
を
取
得

し
た
際
に
、
知
識
、
人
材
、
資
金
の
不
足
を
痛
感

し
、
現
在
は
特
許
権
を
有
し
て
い
な
い
と
い
う
推
察

も
成
り
立
ち
得
る
。

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
実
現
を
促
進
し
て
い
く
た
め
、

中
小
企
業
が
独
自
に
開
発
し
た
技
術
や
製
品
を
知

的
財
産
権
に
よ
り
保
護
し
、
ま
た
、
中
小
企
業
が

外
部
の
知
識
や
技
術
を
有
効
に
活
用
し
て
製
品
等

の
開
発
に
取
り
組
ん
で
い
く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

さ
ら
に
、
知
的
財
産
に
か
か
る
情
報
提
供
や
研

修
、
人
材
面
・
資
金
面
で
の
支
援
を
通
じ
て
、
中
小

企
業
が
効
果
的
に
知
的
財
産
戦
略
を
立
案
し
、
実

行
で
き
る
環
境
を
整
備
す
る
こ
と
も
求
め
ら
れ
て

い
る
と
い
え
よ
う
。

中小企業における知的財産の保護･活用

41.1 9.69.647.547.5

1.3

2.0

1.5

0.5

31.0 55.355.3 11.511.5 0.2

26.5 48.548.5 23.523.5 0.0

大いにつながった ややつながった 

あまりつながらなかった 全くつながらなかった 

どちらともいえない 

0% 100%

開発に 
要した期間中 

市場に出すまでに 
要した期間中 

黒字化するまでに 
要した期間中 

［図表⑦］ヒット商品における特許取得の時期と業績向上への影響
～初期の段階から特許取得している企業ほど、その後の企業業績の向上につながると
いう企業が多い～

資料：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング㈱
「市場攻略と知的財産戦略にかかるアンケート調査」（2008年12月）

（注）1. ここでいうヒット商品とは、「過去10年以内に企画・開発に着手した案件の中で、貴社の
収益に大きく貢献した新技術・新商品・新サービス」のことをいう。

2. ヒット商品が生まれたと回答した企業のみ集計。
3. ヒット商品に特許権を取得したと回答した企業のみ集計。
4. 中小企業のみ集計。

資料：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング㈱「市場攻略と知的財産戦略にかかるアンケート調査」（2008年12月）
（注）1. 中小企業のみ集計。

2. 複数回答のため合計は100を超える。
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賊
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横
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退
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し
た 

従
業
員
の
営
業 

秘
密
の
流
出 

取
引
先
や 

親
会
社
を
経
由 

し
た
技
術
流
出 

権
利
侵
害
を 

め
ぐ
る
係
争
へ
の 

対
応 

パ
テ
ン
ト
ト
ロ
ー
ル 

へ
の
対
応 

大
学
か
ら
企
業
へ 

不
実
施
補
償
の 

要
求 

そ
の
他 

特
に
困
っ
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い
る
こ
と
は
な
い 
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［図表⑧］知的財産戦略上の課題（特許取得の有無別）
～全体的に「知的財産にかかる知識の不足」や「人材や資金不足」を挙げる企業が多い傾向にあるが、この傾向は特に「過去には
取得していたが現在はない」企業において強くなっている～

中
小
企
業
の
知
的
財
産
戦
略
に
お
け
る
課
題
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事
務
局

焼津資源開発事業協同組合

法月甫三郎事務長

行
政
業
務
の
一
翼
を
担
う

自
負
と
責
任
を
も
っ
て

組合活性化情報

加
入
し
て
お
り
、
現
組
合
の
櫻
井
理
事

長
も
そ
の
メ
ン
バ
ー
で
し
た
」。

会
議
所
時
代
に
培
っ
た
豊
富
な
実
務

知
識
を
フ
ル
に
活
か
し
、
社
会
保
険
の

手
続
き
や
就
業
規
則
は
じ
め
諸
規
則
の

整
備
な
ど
に
着
手
。
さ
ら
に
万
全
な
受

注
体
制
を
築
く
た
め
に
は
、
組
合
員
の

経
営
体
質
の
強
化
が
欠
か
せ
な
い
と
、

組
合
員
の
法
人
化
を
サ
ポ
ー
ト
し
た
。

「
理
事
長
以
外
の
組
合
員
は
個
人
企
業

で
、
は
じ
め
て
従
業
員
を
採
用
す
る
事

業
所
ば
か
り
。
そ
こ
で
専
門
家
を
交
え

法
人
化
に
取
り
組
み
ま
し
た
」。

組
合
員
と
社
会
保
険
事
務
所
や
税
務

署
に
出
向
く
な
ど
、
全
組
合
員
の
法
人

化
を
成
し
遂
げ
た
。

今
年
三
月
、
車
庫
や
作
業
員
の
休
憩

室
な
ど
を
完
備
し
た
組
合
事
務
所
を
新

設
。
四
月
か
ら
新
た
に
包
装
容
器
プ
ラ

ス
チ
ッ
ク
収
集
も
受
託
す
る
な
ど
、
組

合
事
業
は
軌
道
に
乗
っ
た
。

「
業
務
に
は
市
の
マ
ー
ク
を
つ
け
た
収

集
車
を
使
う
。
だ
か
ら
、
常
に
行
政
の

一
翼
を
担
っ
て
い
る
と
い
う
自
負
と
責

任
を
も
っ
て
業
務
に
あ
た
る
よ
う
心
が

け
て
い
ま
す
。
そ
の
積
み
重
ね
が
さ
ら

な
る
信
用
に
つ
な
が
る
の
で
す
」。

三
五
年
ほ
ど
前
か
ら
、
金
魚
の
女

王

と
呼
ば
れ
る

土
佐
錦

を
飼
育
。

そ
の
数
は
常
時
一
〇
〇
匹
に
の
ぼ
る
。

「
尾
ひ
れ
の
反
っ
た
今
ま
で
見
た
こ
と

の
な
い
美
し
い
金
魚
で
一
目
ぼ
れ
。
近

所
の
池
沼
に
エ
サ
の
ミ
ジ
ン
コ
を
採
り

に
行
く
の
も
楽
し
み
の
ひ
と
つ
」
と
魅

力
を
語
る
。

“

”

“

”

焼
津
商
工
会
議
所
を
平
成
一
三
年
三

月
に
定
年
退
職
。
し
ば
ら
く
充
電
し
た

後
、
同
一
六
年
秋
、
事
務
長
に
就
い
た
。

市
内
の
資
源
回
収
業
者
八
人
で
組
織

す
る
協
組
は
、
昭
和
五
〇
年
設
立
と
長

い
歴
史
を
刻
む
。
だ
が
、
時
を
重
ね
る

に
つ
れ
、
共
同
事
業
で
あ
る
製
鉄
原
料

の
共
同
加
工
や
共
同
販
売
が
低
迷
。
組

合
は
岐
路
に
差
し
掛
か
っ
た
。

「
そ
ん
な
と
き
、
理
事
長
か
ら
、
焼
津

市
よ
り
家
庭
ご
み
の
収
集
運
搬
業
務
を

受
託
し
、
作
業
員
も
採
用
す
る
の
で
そ

の
手
伝
い
を
、
と
誘
わ
れ
た
ん
で
す
」。

会
議
所
の
総
務
課
長
時
代
、
市
内
の

異
業
種
四
〇
数
社
で
組
織
す
る
焼
津
ハ

イ
テ
ク
研
究
会
の
事
務
局
を
預
か
っ
た
。

「
焼
津
を
代
表
す
る
企
業
が
ほ
と
ん
ど

全９項目のうち、在庫数量のみ前年同月を上回る
傾向。引き続き、売上高、収益状況、業界の景況に
て厳しい悪化傾向が見られる。
前月の値との比較では、売上高など６項目が上

昇。製造業を中心とした売上（受注）減は、回復が
見られず収益悪化が続く。非製造業では、定額給付
金により一部で売上増も見られたが、全般としては
厳しい状況が続き、先行き不透明感が強い。

・・・対象17業種より抜粋
［食料品］沼津市
デフレ懸念から収益状況の悪化を招きかねないと不安。

［木材・木製品］静岡市
荷動き低迷で商況は全く低調。好転の兆しが見られない。

［紙・紙加工品］富士市
花粉シーズンであったが、前年より出荷量はやや減少の様子。

［一般機器］浜松市
過去の受注残の消化し、新規案件も期待が薄く厳しい状況。
週３日稼働の組合員も出始めている。

［建　設］静岡市
新年度における公共工事の早期発注を期待するが、現段階は
不透明である。
［運　輸］島田市
４月より軽油が再値上がり。輸送量減少に加え運賃ダンピン
グによる競争が見られ、安全への配慮が危ぶまれる。

※DI値＝［（増加・好転組合数－減少・悪化組合数）／対象組合数］×100

＋0.1以上･･･ ± 0.0･･･ ～－20.0･･･ －20.0 ～･･･
なお、｢在庫数量｣のみマイナス値が大きいほど好要件としている。

概　況

業界の声
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DI値の推移

景況ウォッチ （21年4月の情報連絡員月次景況調査より）

静岡県中央会に設置されている情報連絡員〔協同組合等の役職員87名に委嘱〕による毎月の景況調査の概要です。
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一
円
で
も
い
い
か
ら

儲
け
よ
う
よ
！

こ
れ
ま
で
異
業
種
グ
ル
ー
プ

や
融
合
化
組
合
等
で
研
究
・
開

発
の
取
組
み
に
関
わ
ら
せ
て
も

ら
う
機
会
が
幾
つ
か
あ
り
ま
し

た
。
現
在
も
こ
の
よ
う
な
組
織

等
に
携
わ
ら
せ
て
も
ら
っ
て
い

ま
す
。

「
交
流
」、「
研
究
・
開
発
」、「
連

携
」
に
関
す
る
施
策
を
振
り
返

る
と
昭
和
五
六
年
の「
技
術
交

流
プ
ラ
ザ
事
業
」の
創
設
。
昭
和

六
三
年「
異
分
野
中
小
企
業
者

の
知
識
の
融
合
に
よ
る
新
分
野

の
開
拓
の
促
進
に
関
す
る
臨
時

措
置
法（
融
合
化
法
）」の
施
行
。

平
成
七
年
融
合
化
法
が
統
合
廃

止
さ
れ
る
形
で「
中
小
企
業
創

造
活
動
促
進
法（
創
造
法
）」の

施
行
。
平
成
一
七
年
中
小
企
業

経
営
革
新
支
援
法
、
中
小
企
業

の
創
造
的
事
業
活
動
の
促
進
に

関
す
る
臨
時
措
置
法
、
新
事
業

創
出
促
進
法
の
三
法
律
を
整
理

統
合
、
新
事
業
活
動「
新
連
携
」

の
支
援
を
加
え
た
中
小
企
業
新

事
業
活
動
促
進
法
へ
の
衣
替

え
、
と
、
そ
の
時
代
に
即
応
し

て
形
を
変
え
て
き
て
い
ま
す
。

こ
う
し
た
支
援
策
を
活
用
し

て
多
く
の
中
小
企
業
や
関
連
組

織
が
、
新
製
品
・
新
技
術
開
発

に
取
り
組
ん
で
き
ま
し
た
が
、

よ
く
出
く
わ
す
話
が「
作
っ
た

が
ど
こ
へ
ど
の
よ
う
に
販
売
し

て
い
い
か
わ
か
ら
な
い
・・
。」、

「
タ
ー
ゲ
ッ
ト（
市
場
・
業
界
）へ

持
ち
込
ん
だ
が
、
作
っ
た
モ
ノ

が
必
要
と
さ
れ
て
い
な
か
っ

た
・・・
。」と
い
う
販
売
力
不
足
、

ニ
ー
ズ
把
握
不
足
の
話
で
す
。

例
え
ば「
○
○
業
界
の
□
□

さ
ん
が
△
△
の
工
程
で
不
自
由

し
て
い
る
の
で
、
省
力
化
で
き

る
装
置
が
あ
れ
ば
あ
り
が
た

い
・・
。」と
い
う
提
案
を
聞
き
、

ニ
ー
ズ
も
市
場
も
あ
る
と
即

断
、
製
作
に
入
り
、
結
果
、
出
来

上
が
っ
た
プ
ロ
ト
タ
イ
プ
は
商

品
化
に
は
至
ら
な
か
っ
た
、と
い

う
よ
う
な
ケ
ー
ス
。
ニ
ー
ズ
の

把
握
を「
□
□
さ
ん
の
意
見
」で

全
て
把
握
し
た
と
い
う
錯
覚
。

販
売
に
つ
い
て
も「
□
□
さ
ん

が
必
要
と
言
っ
て
い
る
の
だ
か

ら
○
○
業
界
で
買
っ
て
く
れ
る

だ
ろ
う
」と
い
う
見
込
み
違
い
、

が
生
み
出
し
た
一
例
で
す
が
、

こ
の
パ
タ
ー
ン
が
意
外
と
多
い

で
す
。

異
分
野
連
携
に
よ
る
研
究
・

開
発
は
、
研
究
・
開
発
面
だ
け

で
な
く
市
場
・ニ
ー
ズ
調
査
、
特

許
、
利
益
配
分
、
営
業
・
販
売
体

制
等
の
ト
ー
タ
ル
バ
ラ
ン
ス
を
持

ち
合
わ
せ
た
組
織
が「
試
作
品
」

か
ら「
商
品
」に
バ
ー
ジ
ョ
ン
ア
ッ

プ
で
き
る
の
で
は
な
い
で
し
ょ

う
か
？
或
い
は
ト
ー
タ
ル
コ
ー
デ

ィ
ネ
イ
ト
や
ニ
ー
ズ
と
シ
ー
ズ

の
橋
渡
し
を
外
部
組
織
に
求
め

て
も
い
い
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。

最
近
で
は
、「
新
連
携
」と
共

に
平
成
一
九
年
度
に「
地
域
資

源
活
用
プ
ロ
グ
ラ
ム
」が
始
動
。

さ
ら
に
平
成
二
〇
年
度
経
済
産

業
省
と
農
林
水
産
省
が
双
方
の

強
み
を
活
か
し
な
が
ら
、
相
乗

効
果
を
発
揮
す
る「
農
商
工
連

携
」が
異
分
野
連
携
の
第
三
弾

と
し
て
ス
タ
ー
ト
し
て
い
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
異
分
野
連
携
施

策
を
、
な
か
な
か
商
品
化
ま
で

辿
り
着
け
な
い
中
小
企
業
等

が
、
上
手
に
活
用
す
る
た
め
の

サ
ポ
ー
ト
が
、
本
会
の
こ
れ
か

ら
の
役
目
の
一
つ
だ
と
感
じ
ま

す
。
そ
の
こ
と
が
前
述
の
ト
ー

タ
ル
バ
ラ
ン
ス
を
持
ち
合
わ
せ

た
組
織
に
繋
が
っ
て
い
く
の
が

理
想
で
す
。

以
前
、
十
数
年
、
活
動
し
て

い
る
異
業
種
グ
ル
ー
プ
の
一
人

が
他
の
メ
ン
バ
ー
に
向
け
て
言

っ
た
言
葉
が
強
く
印
象
に
残
っ

て
い
ま
す
。「
こ
れ
ま
で
い
ろ
い

ろ
や
っ
て
き
た
け
ど
、
そ
ろ
そ

ろ
一
円
で
も
い
い
か
ら
儲
け
よ

う
よ
！
」と
。

（
吉
田
一
）

指
導
員

現
場

の

か

ら

異
分
野
連
携
施
策

行
き
着
く
所
は
・
・
・
。

異
分
野
連
携
と
儲
け
る
組
織

どなたでもお気軽にご利用いただける公共の宿。

ゆとりと
くつろぎの宿

高原の宿

〒410-2201 静岡県伊豆の国市古奈1133
TEL（055）948-1095（代）

〒417-0801 静岡県富士市大淵115
TEL（0545）35-2311（代）

〒420-0851 静岡県静岡市葵区黒金町5-1 TEL（054）221-6250�　FAX（054）251-8326

19 中小企業静岡 2009.6

21年06月号_P01-24  09.6.11 11:40  ページ 19



ホテル・旅館を建替え又は耐震改修する中小企業の方へ
県融資制度「地震災害防止対策資金」の御案内

富士山静岡空港サポーターズクラブへの
協賛企業・団体募集のご案内

20中小企業静岡 2009.6

TEL：054-221-3076 FAX：054-221-3567

富士山静岡空港利用促進協議会〔事務局：（社）

静岡県商工会議所連合会〕では、平成21年６月４

日に開港した富士山静岡空港の利用促進を図るた

め、個人を対象とする会員組織「富士山静岡空港

サポーターズクラブ」を設置します。

このクラブは、空港に関する様々な情報や特典

を会員へ提供し、富士山静岡空港を利用した空の

旅を楽しんでいただくとともに、静岡県と就航先

の交流人口増加や地域経済の活性化を図ろうとす

るものです。

つきましては、本クラブにご賛同いただき、会

員特典に御協力していただける協賛企業・団体を

募集いたします。皆様のご協力をよろしくお願い

いたします。

■募集期間

随時

■対象企業・団体　

飲食店、土産品等販売店、宿泊施設、観光施設等

■協賛の内容

富士山静岡空港サポーターズクラブの会員証（ホ

ームページからのプリント用紙、携帯の画面）を

提示した方に、割引や会員限定メニューなどのサ

ービスを提供していただくことを想定しています。

■協賛企業・店舗への登録

無料

■協賛のメリット

特典に協力していただいた企業・団体は、富士山

静岡空港サポーターズクラブのホームページで、

特典内容とともに、ご紹介いたします。

アドレス：http://www.fs-airport.com/

■お問合せ

〒420-0851 静岡市葵区黒金町20-８

富士山静岡空港利用促進協議会事務局

：安本・高橋

電話：054-252-8161 FAX：054-252-6610

E-mail：info-fsa@fs-airport.com

・選定後、不都合が生じた場合には選定を取り消

す場合があります。

・応募票は返却しません。選定品は展示会終了後

に、それ以外の応募品は審査終了後に返却します。

ホテル・旅館の耐震性を向上させる建替え又は

耐震改修を実施する中小企業者の方は、県融資制

度「地震災害防止対策資金」を利用できます。

■地震災害防止対策資金の概要

（建替え又は耐震改修の場合）平成20年４月現在

下記の条件を満たすホテル・旅館の耐震改修を実

施する場合は、さらに融資利率等が優遇されます。

【地震災害防止対策資金（TOUKAI-O型）】

○優遇内容

・融資利率が年0.55％（固定金利）に優遇されます。

・静岡県信用保証協会の保証料が１割程度引き下

げられます。

○優遇を受けるための条件

・耐震改修を実施するホテル・旅館の延べ床面積

が1,000㎡以上、かつ、階数が３以上であること。

・災害時に当該施設の使用の目的の範囲内におい

て、ホテル・旅館への避難者の収容や災害支援

作業従事者の宿泊に関する協力要請について、

県と協定を締結していること。

■申込窓口

県内各取扱金融機関、商工会議所、商工会、静岡

県中小企業団体中央会、7しずおか産業創造機構、

静岡県産業部商工金融室

■問合せ先

静岡県　県民部　建築住宅局　建築安全推進室
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2009 グッドデザインしずおか
ものづくりと流通の新しい出会いを提供します

■趣旨

静岡県内では、日用品から産業機械まで様々な

ものが開発・生産されています。現在のような経

営環境の厳しい時代であっても、「デザイン」は、

少ない投資で大きな経済効果をもたらす戦略展開

が可能な経営資源として期待されています。

「グッドデザインしずおか」は、静岡県内で開発

または生産されるデザインの優れた製品及び部

品・素材を選定し、顕彰する事業です。

県内中小企業等の製品等で、美しさや独創性の

ほか、使用者や環境に対する配慮があり、新しい

生活やビジネスへの提案がなされ、企画段階から

流通段階まで戦略的にデザインマネジメントされ

たものを選定し、全国に発信するとともに、マー

ケティング活動を支援します。

■募集分野

1. 日用品

一般の方々が使用する日常生活用品

（家具、繊維、雑貨、はきもの、玩具、工芸品等）

2. パッケージ

一般の方々が飲食する製品等のパッケージ

（お茶、飲料、缶詰、菓子、農水産物等）

3. 業務用品

特定の方々が業務で使用する製品

（工具、設備、産業機械等）

4. 部品・素材

自社または他社※の製品を構成する部材

（機能部品、表面材、資材、図版等）

※応募者がOEM供給していなければ「他社」の所

在地、規模は問いません。

■募集対象

県内中小企業等が県内で開発または生産している

製品及び部品・素材※

※静岡県内に本社または拠点があり、製品等の企

画・デザインを行い、県内の他、県外や海外で

製造し、自社ブランドで販売している（販売予

定）ものとします。

■応募資格

応募者は、県内の中小企業、個人、グループ、団

体等で、コンセプトの異なる製品であれば、何点

でも応募することができます。他の選定事業での

受賞製品でも対象となります。

■応募方法

募集要項の応募票に必要事項を記入のうえ、必ず

製品の写真を貼付し、別記申込先・問合先へ郵便

またはE-mail添付ファイルで送るか持参してくだ

さい。

※応募票（Word版）は、静岡県のホームページか

らもダウンロードできます。

URL：

http://www.pref.shizuoka.jp/sangyou/sa-560/2009

gds-entry.html

■募集締切

平成21年７月31日（金）

■費用負担

応募は無料です。但し、二次審査以降の応募品の

搬出入に要する費用及び表彰式以外の交通費は応

募者の負担とします。

■申込・問合せ先

・静岡県産業部商工業局地域産業室

〒420-8601 静岡市葵区追手町９番６号

TEL：054-221-2520 FAX：054-221-2349

E-mail：chiikisangyo@pref.shizuoka.lg.jp

・静岡県中小企業団体中央会　業務管理課

〒420-0853 静岡市葵区追手町44番地の１

TEL：054-254-1511 FAX：054-255-0673

■注意事項

・二次審査を受ける実物の搬出入は、原則として

応募者が行うものとし、その費用は応募者が負

担するものとします。運送業者に依頼する場合

は、輸送業者が搬出入する旨を主催者に連絡す

るものとします。

・搬送時の破損による損害等についての責任は、

応募者が負うものとします。

・審査時の応募品の取り扱いについては、最善の

注意を払いますが、天災等の不可抗力による損

害等については、主催者は責任を負いません。
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静岡県重機建設業工業組合

高度なオペレーターと
技能者の養成を目指す！

く み あ い 百 景

な
り
、
ま
た
組
合
員
が
指
導
員
と
な
る

「
職
業
訓
練
法
人
・
静
岡
県
建
設
業
能

力
開
発
協
会
（
静
岡
県
建
設
学
院
）」

を
昭
和
五
六
年
に
設
立
し
た
。

本
学
院
の
特
色
に
つ
い
て
山
川
専
務

理
事
は
次
の
五
点
を
熱
く
語
っ
た
。

●
訓
練
指
導
員
の
殆
ど
は
、
現
場
で
一

〇
年
以
上
の
実
務
経
験
を
積
ん
だ
組

合
員
や
そ
の
従
業
員
で
あ
る
。
他
の

公
的
機
関
が
行
う
実
技
講
習
の
講
師

と
し
て
派
遣
要
請
を
受
け
る
ほ
ど
の

実
力
者
を
擁
す
る
。

●
訓
練
指
導
員
は
、
実
務
経
験
だ
け
で

な
く
公
的
機
関
が
開
催
す
る
職
業
訓

練
指
導
員
講
習
を
受
講
し
、
指
導
員

と
し
て
必
要
な
知
識
を
兼
ね
備
え
て

い
る
。

●
経
営
者
で
あ
り
、
そ
の
従
業
員
で
あ

る
本
学
院
の
訓
練
指
導
員
は
、
特
に

工
事
の
質
と
安
全
施
工
に
繋
が
る
高

度
な
施
工
技
能
伝
承
へ
の
思
い
入
れ

が
強
い
。

●
高
度
な
施
工
技
能
伝
承
と
は
、
あ
ら

ゆ
る
現
場
環
境
を
想
定
し
た
実
践
的

訓
練
で
即
戦
力
と
な
る
卒
業
生
の
輩

出
を
目
指
す
こ
と
で
あ
る
。

●
こ
の
運
営
理
念
が
学
院
の
使
命
感
と

な
り
、
他
の
公
的
機
関
で
対
応
し
に

く
い
遠
隔
地
や
少
人
数
で
の
訓
練
要

組
合
の
目
的
は
、
組
合
員
の
事
業
活

動
を
補
完
す
る
こ
と
で
あ
る
。
そ
の
手

段
と
し
て
共
同
事
業
を
実
施
す
る
が
、

事
業
に
よ
っ
て
は
、
法
的
な
制
約
や
効

率
性
の
課
題
か
ら
別
組
織
を
設
け
組
合

員
の
事
業
活
動
を
支
援
す
る
組
合
が
あ

る
。
そ
こ
で
今
回
、
別
組
織
を
運
営
す

る
静
岡
県
重
機
建
設
業
工
業
組
合
を
取

材
し
た
。

本
組
合
は
昭
和
五
五
年
に
資
材
・
副

資
材
な
ど
の
共
同
購
入
を
行
う
経
済
事

業
と
指
導
事
業
（
情
報
提
供
）
の
実
施

を
目
指
し
て
設
立
。
そ
の
後
、
昭
和
六

〇
年
よ
り
い
ち
早
く
中
国
か
ら
研
修
生

を
受
け
入
れ
た
組
合
で
も
あ
る
。

建
設
業
の
作
業
現
場
は
、
様
々
な
建

設
重
機
や
機
器
を
使
用
し
て
作
業
に
あ

た
る
が
、
そ
の
操
作
に
は
多
く
の
資
格

や
技
能
（
表
参
照
）
を
必
要
と
す
る
。

た
だ
し
組
合
員
は
単
に
資
格
を
取
得

す
る
だ
け
で
は
満
足
し
な
い
。
工
事
の

質
と
安
全
施
工
に
繋
が
る
実
践
的
な
資

格
取
得
と
技
能
保
有
を
求
め
て
い
る
。

ま
た
、
建
築
・
土
木
施
工
に
関
す
る

資
格
の
付
与
は
、
厚
生
労
働
省
静
岡
労

働
局
に
登
録
さ
れ
た
教
習
機
関
及
び
静

岡
県
か
ら
認
定
を
受
け
た
職
業
訓
練
校

で
、
所
定
の
講
習
を
受
け
な
け
れ
ば
付

与
で
き
な
い
こ
と
か
ら
組
合
が
母
体
と

請
に
も
積
極
的
に
応
え
、
指
導
員
を

派
遣
し
て
い
る
。

先
ご
ろ
テ
レ
ビ
東
京
系
列
の
番
組

Ｔ
Ｖ
チ
ャ
ン
ピ
オ
ン
・
シ
ョ
ベ
ル
カ

ー
王
選
手
権

で
組
合
員
で
あ
る
株
式

会
社
山
建
・
代
表
取
締
役
・
山
口
勝
弘

氏
が
見
事
優
勝
し
た
。

山
口
氏
は
平
成
三
年
度
本
学
院
土
木

施
工
科
の
卒
業
生
で
、
現
在
学
院
の
訓

練
指
導
員
と
し
て
も
活
躍
し
て
い
る
。

競
技
は
五
種
目
で
競
い
、
特
に
見
事

で
あ
っ
た
の
は
、
四
種
目
二
位
通
過
後

の
最
終
種
目
ワ
イ
ン
グ
ラ
ス
一
二
段
積

上
げ
競
技
で
あ
る
。
高
さ
二
・
三
セ
ン

チ
の
ミ
ニ
チ
ュ
ア
の
ワ
イ
ン
グ
ラ
ス

を
、
シ
ョ
ベ
ル
カ
ー
の
つ
め
先
に
つ
け

た
小
さ
な
金
具
で
、
つ
か
む
よ
う
に
持

ち
上
げ
積
上
げ
る
技
能
競
技
だ
。

シ
ョ
ベ
ル
カ
ー
を
繊
細
に
微
妙
に
操

作
し
、
本
人
も
関
係
者
の
手
に
も
汗

が
に
じ
む
緊
張
感
の
中
で
逆
転
優
勝
を

“

”

別
組
織
活
用
組
合

静
岡
県
建
設
学
院
の
特
色

住　所 〒426-0007
藤枝市潮105番地の5

理事長 梅原秀夫
組合員 29社
設　立 昭和55年6月
T E L 054-647-3231
F A X 054-644-2649
U R L http://www.s-juki.org

本
学
院
指
導
員
の
腕
自
慢

▼ローラー運転特別教育を受ける
受講生
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右
さ
れ
る
こ
と
か
ら
、
よ
り
高
度
な
オ

ペ
レ
ー
タ
ー
と
施
工
技
能
者
の
養
成
に
、

本
学
院
は
応
え
て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
」
と
山
川
専
務
理
事
は
力
説
し
て

い
た
。

ま
た
「
学
院
の
運
営
は
協
力
的
で
熱

心
な
組
合
員
の
支
援
で
成
り
立
っ
た
」

と
感
謝
の
気
持
も
述
べ
て
い
た
。

果
た
し
た
。
そ
の
時
ナ
レ
ー
タ
ー
か
ら

山
口
勝
弘
・
静
岡
県
建
設
学
院
・
講

師

と
全
国
の
視
聴
者
に
紹
介
さ
れ
た

と
満
足
げ
に
語
っ
た
。

建
設
業
界
は
、
公
共
工
事
の
減
少
で

受
注
額
が
減
り
、
工
事
単
価
の
圧
縮
で

利
益
率
も
悪
化
す
る
な
ど
厳
し
い
経
営

を
強
い
ら
れ
て
い
る
。
そ
の
影
響
で
賃

金
は
伸
び
悩
み
、
建
設
業
を
敬
遠
す
る

若
者
が
増
え
て
い
る
こ
と
を
憂
慮
し
次

の
こ
と
を
語
っ
た
。

「
建
設
業
者
は
経
営
の
合
理
化
は
無
論
、

今
後
ま
す
ま
す
工
事
の
質
と
安
全
施
工

に
加
え
て

効
率
化

が
求
め
ら
れ
る
。

特
に
重
機
の
操
作
や
施
工
に
伴
う
技
能

の
良
し
悪
し
に
よ
っ
て
作
業
効
率
が
左

“

”

“
”

組合活性化情報

今
後
の
課
題

▼本学院で取得できる資格

▼山川安豊専務理事（右）箱崎信彦事務局長（左）

少子化が急速に進む中、次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、育てられる環境整備を
進めるため、「次世代育成支援対策推進法」が平成17年から施行されました。

静岡県中央会では、組合が実施する会合や研修会等の場を活用し、組合員企業に対
して、「一般事業主行動計画」※1や「中小企業子育て支援助成金」※2等について説明
を行う「出前講座・相談会」の実施組合を募集しております（説明時間30分程度）。
アドバイザー（社会保険労務士）派遣による行動計画の策定などに関する個別の相

談（無料）も行います。是非、ご活用下さい。

※1  企業が、労働者の仕事と子育ての両立を図るための雇用環境や多様な労働条件の整備などに取り組むに当たって、①
計画期間②目標③目標を達成のための対策及び実施時期 を定めるものです。従業員が301人以上の企業は義務と
して、101人以上300人以下の企業は平成23年４月以降義務化となり、100人以下の企業は努力義務として策定する
こととされています。

※2  中小企業での育児休業、短時間勤務制度の取得促進を図ることを目的に、一定の要件を備えた育児休業、短期間勤務
制度を実施する中小企業事業主（従業員100人以下）に対して、育児休業取得者又は短時間勤務制度の適用者が初め
て出た場合に助成金（最大100万円）を支給します。（｢一般事業主行動計画｣の策定と届出が支給要件の一つです）

詳細は、静岡県中央会　労働支援課（TEL  054-254-1511）までお問い合わせ下さい。

少子化対策中小企業支援事業

「出前講座」（少子化施策説明会）実施組合を募集します

中小企業も「一般事業主行動計画」をつくりましょう！
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読者プラザ 

この4月より東部青年中央会会長を仰せつかり

ました個人会員の山田和典です。

今年度、東部青中の活動テーマを「明るく　元

気に」とさせていただきました。

昨年来の世界不況の中、東部青中会員企業も影

響を受け、特に製造業では月内で臨時休業を数日

もうけるなど状況は深刻です。この閉塞感の中、

会員の皆さんには、当会に参加した際は是非、元

気を持ち帰ってもらいたい、また、そのような活

気ある事業を会員とともに、企画運営していきた

いと考えております。

私も会社では社員に対し、現実の厳しい内容を

伝えるしか無いのですが、そこでいかに前向きな

メッセージを発信できるか、希望を持たせること

ができるか、も経営者の務めであると感じており

ます。

この不況を乗り切り、心身ともに「英気を養う

場」を当会が担えるよう努力したいと思います。

「明るく 元気に」

静岡県東部青年中央会

会長山田和典

●発行人／静岡県中小企業団体中央会 〒420-0853 静岡市葵区追手町44-1 TEL／054-254-1511 FAX／054-255-0673

東部事務所 〒410-0881 沼津市八幡町7番1号 TEL／055-963-4511 FAX／055-963-8307

西部事務所 〒430-0929 浜松市中区中央1丁目17-19 TEL／053-453-2195 FAX／053-453-2198
●中央会ホームページ http://www.siz-sba.or.jp/ ●E-mailアドレス joho-kikaku@siz-sba.or.jp
皆様のご意見をお待ちしております。（TEL、FAX等でもお受け致します。）

中小企業静岡
6月号（通巻667号）

新設組合紹介 

沼津市静浦地区は、古くから干物や雑節加工を

中心とした水産加工品の製造が盛んな地域である。

しかし、食文化の変化や他産地との競合、消費者

ニーズの多様化などから、売上の減少や後継者不

足が深刻化し、廃業する業者が増加。産地全体の

ブランド力低下が懸念されている。

こうした中、「静浦水産加工業協同組合」（水協

法認可組合）を母体に水産食料品製造業者12社が

結束、設立したのが当組合である。

組合では組合員が扱う干物・雑節・釜揚げシラ

スや静浦の特産品を詰め合わせたパック商品など

を共同販売。あわせて、組合員の商品開発力やノ

ウハウを集約した新商品開発やIT時代に対応した

インターネットの活用など、新たな販売方法の研

究にも積極的に取り組む。

また“静浦ブランド”を幅広く周知させるため

の広告やイベント活動を積極的に展開。知名度向

上やブランド力の強化を進めていく考えだ。

“静浦ブランド”の周知と
ブランド力向上を
静浦水産加工協同組合

沼津市

坂部良伸理事長

各省庁が発行する年次報告書、いわゆる｢白書｣

は数十種にのぼる。中でも今年、刊行46年目を

迎える｢中小企業白書｣は、発行部数約3万部と

言われ、白書類で一、二を争う｢ベストセラー｣

である。これら白書類には、そのエッセンスを

表す｢副題｣が付けられることが多い。

中小企業白書に副題がお目見えしたのは、高

度経済成長真っ只中の昭和44年のこと。タイト

ルは｢先進国への道と中小企業｣。

石油危機を経た40年代後半から50年代はじ

めは｢試練｣ということばが目立ち、中小企業の

国際化が進む50年代後半から60年代は｢拓く｣

や｢挑む｣が多用されるなど、白書の副題には時

代を映すキーワードがちりばめられている。

先ごろ発刊された中小企業白書のサブタイト

ルは、｢イノベーションと人材で活路を開く｣。

かつてない厳しい状況にある今だからこそ、

攻めが必要、という姿勢が印象的だ。(住川)
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